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　これから公開シンポジウム「図書館情報専門職の現在－LIPER研究班の中間報告－」を始めます。お暑い中お集まりいただきありがとうございます。私は本日の司会を務めさせていただきます東京大学の根本彰と申します。どうかよろしくお願いいたします。これは科学研究費による共同研究の一環として行っておりますので，最初に代表研究者である慶應義塾大学の上田から挨拶申し上げます。

上田

　「図書館情報専門職の現在」と名づけていますが，LIPERというのは図書館員を含めた情報専門職の養成に関して研究を行い，その結果，教育体制の再構築を行おうということを目的としています。3年間の計画で，昨年，今年，そして来年と進んでまいります。日本図書館情報学会のメンバーを中心として約30名の方々が参加していまして，これから報告のある大きな四つの班，それから幾つかの個別のテーマに取り組むということをしてきました。

　実際にスタートしたのは昨年の9月からですので，実質的にはここ1年ほどです。こうした共同研究による研究班というのは，普通は報告書を出して終わりということになるのですが，今回は再構築に関して何らかの提言を行いたいと考えています。ですから，調査や研究をなるべく早めに行うという計画をつくりまして進めています。

　各班の方にはそのために大変なご努力を頂き，今年度の前半にかなりの進展がございました。既に半ば以上の調査を終えたところもありますし，今なさっているところもありますし，これからというところもありますが，そうした状況で中間発表をすることにいたしました。

　今日は中間発表ではありますが，大体こういうことを行っているということをご理解いただければということと，この後1年半，提言ということに向けてまいりますので，フィードバックを頂きたいと考え，コメンテーターの方々にお話しいただく機会を設けました。3時間半ほどですが，よろしくお願いいたします。

根本

　ここで本日の進行について申し上げます。最初に四つの班の報告をそれぞれ15分ずつ行います。続きまして，コメンテーターのコメントがそれぞれ15分です。これで合わせて2時間になります。ちょっと長丁場ですが，報告とコメントを一挙にやってしまう予定です。

　その後，休憩を15分ほど入れまして，後半は議論ということになります。後半の議論の最初に，コメントを伺った上で，報告者がそれにお答えする時間を取ります。その後，フロアからの質問，コメント等がいただければと考えています。そういう形で1時間ほど議論しまして，終わりという予定です。

　先ほど研究代表者のお話にもございましたが，このシンポジウムは私どもLIPERという研究会の中間報告という位置づけです。班に分かれてやっておりますので，必ずしも足並みがそろっているわけではありませんし，中間報告ということで，まだ全体としての方向づけが明確になっているわけでもありません。その辺についてはいろいろ問題があろうかとは思います。

　本日はコメンテーターの方々あるいは皆様方から研究に対する率直なご意見をいただき，それを今後のまとめの作業に生かしたいと考えています。

Ⅱ-1．図書館情報学教育班からの報告（報告者：三輪眞木子）

　お手元の資料を1枚めくっていただきますと，教育班のものが出てくると思いますので，そちらをごらんください。用意しましたレジュメに沿ってお話をするということで進めさせていただきます。

　まず，全体的な流れの中で教育班がどういうことをやっているかということで，調査目的と調査方法について簡単に述べさせていただきます。お手元の資料にもほぼ同じ図が載っていると思いますが，これが教育班としての3年間の研究計画の全体像です。

　その中で，昨年度（2003年度）は文献調査として，図書館情報学の教育に関する国内外の主な文献を収集し，必要に応じてレビューをしております。これは3年間にわたり，継続的に実施します。KALIPER，あるいはほかのいろいろな文献等も参考にしました。

　研究設計では，実際に日本の図書館情報学，司書教育，司書教諭教育はどのようになっているか，その実態を把握するということが教育班の研究の主な目的です。そこからスタートするということで，昨年度は短大を含む大学を対象にケーススタディ手法による調査を実施しています。それを今年度も一部継続しているのですが，その結果につきましては，今年の5月，図書館情報学会の春季研究大会で中間報告として報告しましたので，もしご関心があれば，それを参照していただければと思います。

　ケーススタディの結果として出てきたいろいろな課題，仮説などにつきましてアンケート調査などのいろいろな方法を使って検証していくということが今年度の主な仕事です。

　その中で，いわゆる初学者調査といいますか入り口調査，つまり学生さんの調査を実施しました。それから大学調査として，実際に司書・司書教諭課程を提供している大学の実態調査を計画しております。更に，教員の意識調査ということで，司書課程，あるいは図書館情報学課程の教育を担当していらっしゃる教員の方たちが教育をどのように考えていらっしゃるのか。それにまつわるいろいろな意識についてお伺いする調査を計画しております。また，教員の研究動向調査は，実際に今あるデータベースや2次資料を使って，専任の教員の方たちの研究業績，あるいは経歴にいて調査した結果をまとめるというものです。今年度は，これら4本の調査を並行して進めています。

　その結果がアンケート調査の中間報告ということで，来年度にかけてまとまっていき，最終的にはLIPER全体の研究報告の中に組み込まれていくということで研究を進めています。

　この全体の流れの中で，ケーススタディ，あるいはアンケート調査，実態調査，文献から得られたいろいろな情報に基づいて，図書館学の教育制度の歴史的な変遷に関する年表をつくる作業も並行して進めています。

　私ども教育班の研究の全体像は大体こういうところです。

　繰り返しになりますが，年表の作成，内外の主要文献の収集，図書館情報学専門課程・司書課程・司書教諭課程のケーススタディが，昨年度，第1年次の調査ということになります。

　2年目の調査，つまり今年やっている調査につきましては，まず図書館情報学専門課程・司書課程・司書教諭課程のケーススタディを昨年は12件やりましたが，まだ積み残しがあったものですから，それを継続して実施しています。それから，20大学の図書館情報学専門課程・司書課程・司書教諭課程の初学者のアンケート調査を5月に実施しています。図書館情報学専門課程・司書課程・司書教諭課程を担当する教員の研究動向調査は，今年の4月から実施しており，現在なお，情報収集を続けています。4点目は，図書館情報学専門課程・司書課程・司書教諭課程のアンケート調査です。これは今，アンケート調査の設計の最終段階で，おそらく来月に送付できると思います。継続して，図書館情報学専門課程・司書課程・司書教諭課程の教員のアンケート調査というものを，できれば11月に実施したいと考えています。

　結構盛りだくさんの計画なのですが，これが今年度，進行中のものです。

　まず，昨年度から今年度にかけて実施しているケーススタディについて概要を説明します。細かい点につきましては，図書館情報学会の春季研究大会で報告しましたので，簡単に述べさせていただきます。

　この目的は，日本の大学における図書館情報学の教育目標，教育体制，カリキュラムの現状を把握するということです。分析単位としては，図書館情報学の専門課程と司書課程ということで調査を開始しました。その後，LIPERの学校図書館班から，司書課程だけではなく司書教諭課程も調査の対象に含めてほしいという申し出がありましたので，それを反映して，司書課程だけではなく司書教諭課程についても，提供している大学についてはインタビューをしています。

　サンプリングに関しては，教育形態や大学の種類，大学の設置形態，地域性，課程の設置時期，司書資格取得に必要な単位数など，幾つかのポイントを考慮し，全体的にばらつきが出るような形での理論的なサンプリングを実施しました。それに基づいて，メールで調査対象候補の方にご依頼をして，了解が得られたところについて，2003年7月から2004年7月まで16カ所の調査をしました。この中には，最初に実施した2カ所のパイロット調査も含まれています。

　ケーススタディの結果として得られた仮説ですが，それが次の調査に結びつくものですから，今日はその部分だけをご報告させていただきます。

　まず，大学に関する仮説です。大学としては，司書資格，あるいは資格全体について言えることなのですが，資格取得の機会を増大させることによって新入生を吸引しようとしているのではないか。そこには少子化対策の一環としての，資格の付与ということがあると思われます。

　それから，大学によって，授業評価や自己評価，第三者評価というものをやっているところとやっていないところの違いが見られます。特に自己評価を大学がやる場合，資格課程，つまり司書課程を，評価対象から除外しているケースもあるということがわかりました。全体的に言えることは，大学内での資格教育の方向性が定まっていないという傾向が見られました。

　次に，司書課程に関する仮説です。設置基準では専任2名となっていますが，実際に2名の専任を置いているところは少なく，1名でやっていらっしゃるところが多いようです。司書資格科目を卒業単位として認定しているかどうかについては，すべて認定しているところから全く認定していないところまで，さまざまなパターンがあるようです。履修人数が多い場合，数百人規模で司書課程の履修者がいるような大学の場合には，特に実習や演習の設備に関して制約があるために，履修者数を制限するような傾向も見られます。

　司書資格の科目，あるいは課程に入っている学生さんが途中でドロップアウトすることは比較的少ないということで，取得率は比較的高い傾向が見られるようです。

　先ほど申しましたように，司書課程の専任教員の数が少ないということですが，増やそうとしてもなかなか増員が困難だということも言われています。

　また，司書課程を課程として提供しているような大学の場合，省令選択科目は全科目を開講していない場合が多いという傾向が見られます。

　最近では，学校図書館司書の必要性が高まったということもあり，学校図書館関連の科目，あるいは教育内容の充実が求められているようです。

　司書資格課程そのものの存在意義というものが課題になっているということも聞こえています。一部の地域ですが，司書課程に関する議論や非常勤講師の採用などを地域的なネットワークがサポートしているようなところもありました。

　次に，図書館情報学専門課程に関する仮説です。司書課程のみを提供している大学に比べて，専任教員数が比較的多いという傾向がみられます。同じ学内で近隣領域の新学部・学科が増設されており，その結果として，図書館情報学としての学内でのアイデンティティの確立が求められるという傾向が見られます。

　特に図書館情報学が専門課程として存在するということを学内でどうアピールし，学生の吸引に結びつけていくかということが課題になっているようです。司書課程科目の科目名については，省令科目名とは異なる名称を使っている大学が多いようです。

　図書館情報学専門課程が設置されている大学では，司書課程のみを履修する他学部学生とのレベルの調整が課題となっています。つまり，図書館情報学専門課程の科目の一部を司書課程の科目として開講している場合，図書館情報学専門課程以外の学部の学生さんが同じ授業を取るというとき，図書館情報学に関する基礎知識のレベルが違うとか，それまでに身につけてきたスキルが違うとか，モチベーションが違うというようなことで，学生のレベルの調整が課題になっているようです。

　図書館情報学の専門課程では，大規模な改組，あるいはカリキュラム改訂を経験しているところが多いという傾向もみられました。

　このケーススタディの結果として，今申し上げたような仮説が出てきたわけです。この仮説に基づいて，先ほどのアンケート調査などの調査を進めています。それについては，まだ中間ということですので，現時点で可能な範囲での簡単な報告にとどめさせていただきます。

　まず，司書課程・司書教諭課程の初学者調査です。この研究の目標は，日本の大学における司書課程・司書教諭課程受講者の受講動機を把握するということです。これは，先ほどご説明しましたケーススタディにおいて，現在，司書の資格を取っても，必ずしも図書館に就職できるとは限らないといいますか，図書館員になれる機会が減少しているということは皆様もご存じだと思いますが，それにもかかわらず，新たに司書課程を設置する大学が結構見られます。また，学生さんの中にも，司書資格を取ろうとする意欲のある学生が増加しているという傾向が，ケーススタディの中で見えてきました。

　経済的な因果関係としては，就職の機会がないのになぜ資格を取るのかという，論理的に非常に矛盾することが起こっていると理解しまして，その背景にある学生さんの動機とはどういうものなのかということを把握するということで，この調査を実施しています。分析単位としては，司書課程・司書教諭課程の初学者ということで，主にケーススタディで調査させていただいた大学を対象に，スノーボールサンプリングによって調査対象大学を選びました。

　調査スケジュールとしては，今年の5月からです。5月中に実施する予定だったのですが，司書教諭課程に関しては夏期に集中講義でやるところが多く，そこの学生さんも調査対象にしているものですから，最終的には8月末までかかってしまいまして，現在，結果を分析中です。実施方法としては，授業中に回答をお願いしています。

　まだ最終的な結果が出たわけではないので，司書課程だけの結果から見た全体的な傾向を簡単にご報告します。

　まず受講動機としては，図書館員を目指す学生と，司書資格あるいは資格取得に関心のある学生という二極分化が見られるようです。2点目としては，受講者は全般的に図書館及び図書館員にポジティブなイメージを持っているようです。3点目としては，司書教諭資格の取得への態度や意欲に図書館経験が影響を及ぼしているという認識が見られます。

　研究業績調査については，簡単に現時点での結論だけを申し上げます。研究目標は，1989年に実施された先行研究がありますので，それとの比較をするということです。現在，司書課程・司書教諭課程を担当していらっしゃる先生たち457名について，JSTのReaD，各研究者のホームページ，各大学の研究者データベースなどを参照して，業績調査はMagazinePlusとBIBLIS2を使って実施しています。

　結論としては，1989年に実施した調査と比較しますと，まず，高齢教員の数が減少しています。2点目として，専任教員の高学歴化の傾向が見られます。3点目として，出身大学と大学院がかなり大きく変化しています。4点目として，ひとりあたりの所属学会数が増えています。大体このような傾向が見られます。これにつきましても今なお調査を継続中ですので，最終的な報告は多分，今年度の終わりぐらいにできるようになると思います。

Ⅱ-2．公共図書館班からの報告（報告者：小田光宏）

　お手元の資料を見ていただきながら，それに対する説明を加えたいと思います。資料は5ページから7ページです。

　公共図書館班では，本年度は公共図書館の職員を対象にした調査を実施していますが，その背景となる活動の概要及び目的等について，最初に説明申し上げます。目的は，公共図書館職員を対象にした調査に基づいて，現行の図書館情報学教育の改善に資する知見を得ることとしています。教育と申し上げていますが，主たる関心は知識ベースといいますか，すなわち職員に必要な知識あるいは技術が何であるのかということを明らかにしていく。その結果を基にして，それを養成する教育のカリキュラムを改善できるのではないか。そのような問題意識並びにアプローチをしています。

　したがいまして，教育の改善と申し上げても，直接，制度的な面での改善を提言するという形では，我々の班の活動としては設定していません。あくまでカリキュラムの点での改善を目指すということが中心になっています。

　「2．活動の概要」です。そこに記されているように，今日が2004年9月ですので，現在，実査を行っているところになります。これまでにインタビューによる予備調査，調査票・質問紙による予備調査と，予備調査として2回行って現在に至っています。ただ，背景が一つあります。1989年から1991年にかけて，東京大学で当時，教授であった長澤雅男先生が研究代表者となって行ったプロジェクトがあり，そこで取り扱われた調査の質問紙をたたき台にして，現在の調査を行っています。実はこのプロジェクトは図書館学教育，公共図書館，大学図書館という三つのグループに分かれて実施されまして，図書館学教育と大学図書館に関してはその結果が公表されていますが，公共図書館に関しての調査結果は未公表ということですので，実際にこの調査の結果をご存じの方は極めて少ないと思います。私たちはそちらの資料を入手しまして，それをもとにということにしましたので，これからの調査結果の公表に際しては，その当時の結果も含めた形で公表することを予定しています。

　「3．実査概要」ですが，まず調査対象自治体の選定を行いました。これは『日本の図書館』の最新年版から人口規模別に，10館ごとに系統抽出を行っています。合計として，「175館」と書きましたが，「175自治体」ということになります。175自治体の中央図書館を対象に調査票を送付するというやり方をしました。対象図書館職員は，専任職員及び週40時間勤務の非常勤職員を対象にして，回答を依頼しています。郵送による調査で，回収もまた郵送で行っています。ちなみに，昨日段階で175自治体中33館，回収されています。今，約5分の1の回収率に至っています。来週が締め切りですので，これから先，さらに増えていくものと期待しています。

　「4．調査項目」ですが，フェイスシートと技能項目に関する質問，その他自由記述という構成になっています。この中でとりわけ重視しているのは，6ページの「c．技能（知識・技術）項目」に関しての設問です。「ア・資料組織（目録・分類）」から始まりまして，7ページの「メ．その他」まで続いていますが，これらの項目に対して，二つの形式の設問を用意しています。二つと申し上げましたが，それが6ページの「b．技能（知識・技術）項目に関する質問の観点」に記されています。すなわち，ここに挙げたアからメの項目に関して，現在の公共図書館職員に必要な知識・技術としての重要性を4段階評定で尋ねています。もう一つは，「特に重要だ」，あるいは「重要だ」とした項目について，養成の機会は教育上行うのが望ましいのか，それとも実務の現場で行うのが望ましいのかという設問を用意して，二者択一で尋ねています。

　こうした設問ですが，昨日段階では数が少ないので集計として意味を持つものになっていません。したがいまして，本日ここで具体的な結果を公表するというわけにはいかないのですが，それではせっかくのシンポジウムがもったいないと思います。ですから，8月に予備調査を行った際の結果が出ていますので，そちらの中から，ごく一部ですが，ご披露して，検討の材料にしていただければと考えています。

　予備調査に関しての概要は，7ページの5番の項目になります。対象としては，予備調査ですので，協力が得られるところを選定しています。ですから，地域的には北のほうが少なくて西のほうばかりというように見られるかもしれません。予備調査ですので，質問項目などの意見聴取を行ったりもしましたが，結果的に予備調査前と実査に当たっての調査票の変更はごく軽微なものにとどまっており，大枠といいますか，趣旨は変更ございません。併せて，いろいろな意見を求めまして，そこから幾つかの観点を拾い出すことができました。後ほど時間があればそれについて触れたいと思いますが，まず予備調査で，先ほどの知識・技術の項目がどのような傾向になっているかということをお示ししたいと思います。

　予備調査では，最終的に対象人数47名分の調査結果が手元にあります。それをすべて申し上げると非常にややこしくなりますので，現在の公共図書館職員に必要な知識・技術としての重要性に関して，「特に重要だ」と評定された方の人数，割合を算出し，それを上位から下位に並べてみたらどうなるかということをやってみました。その結果，47人中，「特に重要だ」がトップに来る項目は「イ．レファレンスサービス」で34名，70％ほどでした。続いて，32名が「キ．情報検索」。続いて，同点が3項目ありまして，28名が「ツ．コンピュータ・インターネットの利用」「ト．著作権」「ハ．接遇」です。さらに続けますと，27名が「ウ．資料選択・蔵書構築」。そしてやや離れますが，24名が「ヌ．個人情報保護」。そして，23名が「カ．貸出サービス」。このように並んでいます。以下，「その他」は除いていますが，最後まで並ぶことになります。

　レファレンスサービス，情報検索が最上位に来るということで，一つの傾向が明らかにされそうだということは予測されます。あるいは，「ト．著作権」や「ヌ．個人情報保護」という項目は，社会的状況，時代的背景が公共図書館職員の意識の中にも深く入り込んでいるということを認識することにつながるかと思われます。さらには，「ハ．接遇」というところが，公共図書館の職員の知識・技術として「特に重要だ」という指摘があることについては，実は私たちも予備調査の段階でここまではっきり出るとは思っていなかったこともありまして，非常に特色のあるところが出てきたのではないかと思われます。

　これが実査でも確認できれば，一定の見解を表明することができるかと思います。その一方，「特に重要だ」という項目としては，予測していたよりもちょっと低めだと思われるものがありました。「特に重要だ」と「重要だ」を合わせれば，もう少し増えるのかもしれません。そのあたりは分析の仕方によりますが，それでも少し意外といいますか，少なめだと思われたのは，例えば「ケ．児童サービス」で，21名。「ア．資料組織」は結構頑張っているという印象で逆なのですが，20名。それから，「ク．図書館の自由」は18名。「コ．障害者サービス」となりますと，15名。予備調査の結果としては，そのあたりに並んでいます。

　今，上位のほうから見てきましたが，一番下のほうはどういう項目が並ぶのかということをお示しします。最下位は「タ．集会活動」です。会場で意外だという反応がありましたが。下から2番目は「ス．図書館史」です。もう一つ上まで行きますと，「フ．社会調査・統計学」。そういう状況です。ちなみに，「特に重要だ」ではなく，「重要ではない」を選んだ方は実は大変少ないのです。「あまり重要でない」くらいまではちらほらとあるのですが，「重要ではない」は極めて少なくて，数としても，延べで14人といいますか14項目分といいますか，それだけなのです。しかし，集会活動は5人の方が「重要ではない」と。それから，図書館の自由，図書館史に関しては，2名の方が「重要ではない」と回答しています。そのように，予備調査の段階で複数の方が「重要ではない」と回答しているということに関しては，少なくとも実査においては注目していかなければならないと受け止めています。

　予備調査では，技能項目に関してこのようなところが読み取れます。

　残り，若干時間がありますので，予備調査における意見を踏まえての若干のコメントを申し上げて終わりとさせていただきます。7ページの5番の「b．調査の骨子」と「c．意見の概要」というところに関係します。質問紙の調査，あるいはその前のインタビューなどを行いまして，我々が感じ取っているところとしては，図書館情報学教育，とりわけ，公共図書館ですので，司書養成，あるいは司書資格に関しての正確な仕組みが公共図書館の職員に必ずしも理解されていないということです。例えば単位数という話が出てきますが，単位数が多い・少ない，両方の意見があります。その場合の単位数というのも，単純に表面的な20単位という数字が出てきます。

　教育の担当者ならばどなたでもご存じですが，20単位というのはあくまで表面的なものであって，実質上は時間数で計算しなければ，教育の時間というものと整合しません。したがって，そのあたりの認識というものが，必ずしも公共図書館の職員すべてに伝わっているわけではない。そのような問題点が感じ取れています。

　同様のことが幾つかありますが，後ほどの討論の中で取り上げることもあるかと思いますので，報告としてはここまでとさせていただきます。

Ⅱ-3．大学図書館班からの報告（報告者：永田治樹）

　中間報告ということで，報告いたします。

　大学図書館の調査に関する企画意図は，ただいま小田先生が公共図書館についてご説明されたのと基本的には同じです。1989年の東京大学教育学部の調査がございまして，それと時系列に比較して，大学図書館がどうなっているかを確認することが求められています。それから，その調査以来15年ほどたっていまして，図書館を取り巻く環境がかなり変わり，図書館そのものの活動もかなり変わってきた，一度，聞き取り調査をしておいたほうがいいだろうということで，1年目に聞き取り調査も計画しました。

　本年度は2年目で，2年目は質問紙調査をすることになっています。また，1年目の聞き取り調査にさらに，対象の大学を少し広げて，タイプ，規模の違う大学についての調査も，追加したいと考えています。そして，3年次目はフォローアップ調査をするということです。

　したがって，1年次目の聞き取り調査は，本年度の質問紙調査で質問すべき項目の採集という意味もあり，また，それ自体，質的な研究として何か新たな知見が得られないだろうかということで，調査方法を少し工夫しました。しかるべきキーパーソンに単なるインタビュー調査をするというだけではなく，一定のグループを形成していただき，そのグループの方々にある質問をした上で，できればそこで議論が起きて，それを私どもがその議論の様子を観察してみたいという，グループインタビュー調査にしました。

　館長及び副館長がいらっしゃってくださった，あるいは運営委員の先生が出てくださったところもありますが，館長グループ，いわゆる事務の責任者として，管理職のグループ，それから中堅職員と若手職員のグループという，四つのグループを設定していただき，それぞれのグループ・インタビューをお願いしました。中堅はいつから，あるいは若手はいつまでという問題は，一応，30代の前半あたりまでを若手として，あとは主観的に若手の方とそうでない方で（そのあたりはお任せしました)区分しました。

　話題は，スライドに示したとおり，四つの話題を提供しました。1番目は人事制度に関するものです。2番目は職務の内容に関するもので，3番目は研修という活動に関するものです。4番目は他の専門職との対応の中での図書館専門職という話題を提供しました。

　このインタビュー調査のねらいは，ともあれ前の調査から15年たっていますので，現状がどのような形になっているか，その状況認識をしたいということです。人事異動が定着してきたという点，それから合理化とアウトソーシングについても，これが入っていない図書館はありませんでした。

　それから，新しい環境への対応能力ということで，特に管理職，館長あたりからは，図書館員も企画能力が必要でコミュニケーション能力が必要だということが決まったように話題に上っていました。これらが顕著だった点だといえます。

　ねらいの2番目は，情報専門職としての自己認識というものを尋ねてみたいということです。手かがりとしては，キャリアパスをどのように考えているか，必要な研修は何なのか，専門性のコアを何と考えているかという質問をしました。

　それに，四つのグループに分けたわけですが，世代的なものと立場による視点の違いの有無を，グループ差から読み取ろうとしました。そのような点をねらいにして，お手元に資料に出ていますように，三つの大規模な大学図書館でグループインタビュー調査をいたしました。

　図は，トランスクリプトでキー概念と思われるものを集め関連づけたものです。研修と職務という観点で左と右に展開しています。左に，一般的能力・教養，主題・コンテンツ知識，情報技術，図書館情報学の知識・技術というように，研修項目がおおよそ四つ分かれています。情報技術と図書館情報学の知識・技術の部分はくっついています。

　上から下に向けて，いわゆる専門性が深化するのではないかと思っています。特に赤い部分，企画力やコミュニケーション能力，情報技術に関しては，多くの言及がありました。一方，黄色い部分，主題知識／コンテンツ，図書館情報の知識・技術に関しては，職員のコメントは若干ありましたが，どちらかというと部分的なものでした。研修ばかりではなく，図書館は職務を果たしているわけで，その職務は組織運営として合理性を追求するというような形で展開されます。

　その際，特に問題になってくるのは人事異動とアウトソーシングでした。人事異動は今や，専門性を確保するだけの時間的余裕がないという形で実施されているということはほとんど常識です。それとともに，人員削減が行われ，アウトソーシングというものが一般的に拡大しています。人員削減・定員削減の結果，係単位が係員と嘱託職員という形になる可能性もある。そして，多くの業務が外に出されるということです。

　このことに関しては，職員においても，周辺的な職務であればいいというような受け止め方。管理者のほうも，人員が削れればいいというような受け止め方，いわば受け身的な反応が顕著だったように思います。さらに，そのような状況の中で人事制度というものがどういう形で機能しているかということですが，これは重大でパワフルな結果をもたらすものだと思います。

　大学図書館においては，図書館職員は図書館長になれるわけではありません。専門職としての指導性というものが発現できるような立場には上り詰めていかないということがあります。したがいましてキャリアパスというものを考えても，若手職員から中堅に行く過程では，キャリアの上昇ということを意識してスキルアップをしていくのですが，中堅あたりでアイデンティティを喪失していくというようなお話が出てきます。どのような形で専門性というものを改めて探していけるのか，そして，それに基づく資格制度というものがあるのかということが大学図書館で問題になっていたようです。

　これは一つの結果ですが，インタビュー調査でそのような様相が出てきました。このインタビュー調査の結果をさらに深め，そこで出てきた問題がどのように位置づけられるかを質問紙調査で展開していきたいところです。

　ここに書かれているようなところに注目しています。質問紙調査については，インタビュー調査と同じグルーピングをして，全大学に対して質問票を6月に送りしました。質問票の中身は四つないし五つに分かれています。通常，図書館長と中堅・若手職員のものは四つに分かれていまして，1番目に図書館の性質というものについて。2番目に回答者について。3番目は，大学図書館員に必要な知識・技術について。そして4番目は，特定の知識・技術が取得できるのはどのような機会がいいかということを聞いています。さらに管理職のグループに関しては，特に各図書館で行っている研修について尋ねています。

　現在までに集まっているところでは，この表のような数字です。この調査は6月27日に発送して7月22日が締め切りでした。しかし実際のところは，8月半ばまでちょろちょろと来まして，ありがたいことに63.9％という回答率を得ることができました。その集計はまだ全然終わっていませんし，先週に入力がやっと終わって，現在チェック中です。想定される結果の状況の一端を申し上げます。

　これは，図書館員に必要な知識・技術についての国立大学の管理職と館長の意見です。図は非常に見にくいのですが，雰囲気をつかんでいただきたいと思います。左端から資料・メディアについて，組織・管理について，サービスについて，マネジメントについてという項目がならんでいます。

　館長と管理職については，これらの知識・技術の項目に対して，「すべての大学図書館員に必要か」，「一部の大学図書館員に必要か」，それとも「大学図書館員には要らないか」という問いです。赤い面になっている箇所は，館長が「すべての大学図書館員にとって必要だ」と答えている部分です。ピークになっているものが幾つかあります。例えば真ん中の一番高いピークは多分，電子ジャーナルという項目が入っています。

　これは，若手職員と中堅職員に対する同じ質問ですが，回答の仕方は違っていまして，「ぜひとも必要である」「どちらかといえば必要である」「あまり必要ではない」という答え方です。若手と中堅の回答が若干ずれるということが見えます。

　時間ですので，今後の予定だけ申し上げておきます。今後は，この調査の解析をしなければならないと考えています。さらに中規模大学でのインタビュー調査をし，他の関連のフォローアップ調査をしたいと思っています。

Ⅱ-4．学校図書館班からの報告（報告者：堀川照代）

　学校図書館班では，LIPERの目的を把握した上で，学校図書館担当ということで，現代の高度情報社会において生きる力をはぐくむ教育全般を支える学校図書館の専門職とはどのような役割を果たすべきか，その養成にはどのような教育のあり方が適切か，そして最後のところで，できれば専門職養成のカリキュラムまで含めて検討・提案することを目的としています。

　現在，私たちの班もアンケートによる全国調査が終わったところで，集計中です。その全国調査の結果は11月の学会で概要を発表させていただきたいと思っています。今日のところは，全国調査に至るまでの背景的なところを中間報告として報告させていただこうと思います。

　先ほど公共図書館班，大学図書館班のご報告の中にあったように，東京大学で1989年から1991年までに調査が行われていました。それは図書館学教育と大学図書館と公共図書館の三つの班に分かれていたというお話がありましたが，残念ながら，その当時は学校図書館に関する研究がありませんでした。そのことからもわかるように，学校図書館を対象にした研究は，現在までのところはまだまだ少なく，蓄積がありません。それは，裏を返せば学校図書館の業務の実績がないといいますか，1953年の学校図書館法には「学校図書館の専門的職務を掌らせるため，司書教諭を置かなければならない」と述べられていたにもかかわらず，1997年の学校図書館法の改正があるまで，司書教諭が置かれていないところがほとんどであったという実情があります。

　学校図書館を研究するに当たって，背景となる現状について少しだけ述べさせていただきたいと思います。この学校図書館法の改正により，2003年4月以降，司書教諭が12学級以上の学校に配置されました。しかし一方では，全国で40％余りに当たる11学級以下の学校では，司書教諭が不在のところが多いですし，司書教諭が発令されたといっても，専任ではなく，教科や学級を持ち，クラブ活動の指導に当たっており，とても忙しいという状況があります。

　司書教諭講習では，2002年度までの経過措置として，4年以上の学校図書館の実務経験者には「学校図書館メディアの構成」という1科目2単位で司書教諭の資格が取れました。2年以上の実務経験者は，「学校図書館メディアの構成」と「学校経営と学校図書館」という2科目で資格が取得できました。残りの科目が開講されていない司書教諭講習の会場も大変多かったのが事実です。大学で司書教諭資格を取る学生は，司書資格との振りかえがありましたので，司書教諭として専門的に科目を学ぶという実状にはとても貧しいものがありました。それから，現場の必要に迫られて，いわゆる学校司書が配置されてきましたが，制度化している自治体もあります。2003年6月の調査では，高校の86.2％，中学校の37.1％，小学校の37.％に配置されている状況ですが，司書教諭の発令によって，自治体によっては学校司書の採用を中止したところもあります。

　学校司書の実力のレベルも個人によってさまざまですし，司書教諭と学校司書との職務分担をどうするか，検討が行われているところもあります。このように，学校図書館というのは2003年4月以降にやっと法的には担当者が配置されたという状況です。先ほどの公共図書館や大学図書館はまず知識ベース，専門職としてどのような知識や技術が必要かということを目的に調査をするということでしたが，私たち学校図書館班では，まずはそういう現状を整理・分析して，今後における学校図書館の専門職像というものを見分ける必要があるというところからのスタートになりました。

　学校図書館班のメンバーの中でも，学校図書館に関して，あるいは専門職像のイメージといいますか，そのあたりの認識はさまざまです。私たちの中で明確にさせていった点として，以下のようなものがあります。まず，学校図書館は学校に単に併設されている図書館ではないということです。当然ではありますが，きちんと言葉で確認した上で始めました。学校という教育機関に内包されている図書館である。学校の教育目標の達成に欠かせないものである。したがって，学校図書館及びその専門職は教授法や学習の形態及び学校図書館を基盤とした教育，あるいは学習活動との関連において論じられるべきである。これが大前提です。

　そして，本研究では，先ほど述べましたようなさまざま問題を抱えた現状及び現行の司書教諭制度というものがありますが，それに影響を受けることなく，学校図書館専門職としてのあるべき姿，望ましい姿を追求していくということを共通認識としました。したがって，現行の「司書教諭」という言葉を用いず，望ましい学校図書館専門職像として私たちは「学校内情報メディア専門家」という仮の名前を与えて，この専門職について考えることにしました。

　そして仮説として，学校内情報メディア専門家とは，学校現場で従来，学校図書館，あるいは視聴覚，情報など，情報やメディアにかかわって設けられていた校務分掌を統合して担当する専門職ということを想定しています。これまでの学校図書館イコール印刷資料というイメージを超えたもので，学校図書館に軸足を置くのではなく，学校全体の見地から情報やメディアの整備，あるいは指導ということに大きくかかわるものを考えています。

　そのために，情報やメディアの専門領域の研究者からご意見を伺うことにしました。現在，教育改革ということが叫ばれてはいますが，そうした中で学習情報センターとしての学校図書館，あるいは司書教諭の役割について，どうも言及されていないのではないか。したがって，我々の研究の進行状況に合わせて，できる限り情報発信をしていくことが必要ではないかということで，来週，日本教育工学会においてもこれまでの研究を発表することになっています。

　それから，全国学校図書館協議会などとも連絡を取り合い，情報提供をしたり受けたりしています。学校図書館専門職の養成内容の基盤となるものは，大学図書館や公共図書館の司書養成の基盤となるようなものと共通のものがあるのではないかということも初期の段階で話し合っています。そして調査に関しては，基本データはSLA（全国学校図書館協議会）や文部科学省で行った既存の調査結果を参考にします。また，司書教諭の養成に関する調査は先ほどの教育班に依頼するということを行っています。

　実際にどのような研究を行ってきたか。1年目は，グループ全体で厚木市の小学校及び中学校の現場を見せていただき，そこの学校の司書教諭とお話をし，授業を見学するということで，現場を共通認識することから始めました。次には情報教育，メディア教育，文教施策，各分野の5人の専門家にヒアリングを行い，私たちが考えている学校内情報メディア専門家に関してご意見を伺いました。その中では，これからの学校にはメディアに関する専門的知識を持った人が不可欠であるということ，メディアの技術者である必要はなく，ユーザーであればいいということ，そしてメディア及び情報の利用に関して，指導できる人が必要だというようなお話が共通に聞かれました。

　そして，今は教育情報化コーディネーターの試験が始まっていますが，これを制度化する方策もあるけれど，この財政緊縮の時代に新たな職種を新設することは難しいため，既に学校図書館法で規定され，配置されている司書教諭が時代の要請に合わせて，専門職として機能してくれれば望ましい。そうした動きが図書館情報学分野から出てくるようであれば，教育工学の分野からも応援するつもりであるというようなお話も伺ったように思います。

　こういうことをもとにして，今度は全国的なアンケート調査を行うということで，昨年度から今年度にかけて調査票の設計を行いました。調査票は回答者の属性及び所属校に関する質問が16問，学校図書館に関する職務の実施状況が101問，自由記述1問によって構成されています。学校図書館に関する職務の実施状況についての101問は，四件法による択一式の回答方法を用いています。この調査結果の概要については，先ほど申しましたように11月に発表させていただく予定です。

　そして，予備調査を5月から6月にかけて2回，行いました。「2年目の調査の概要」の（2）に，「本調査を6月に実施した」と書いていますが，7月1日づけで発送しました。日本全国の私立，公立，国立の小中高校の中から無作為抽出した1042校を対象に郵送して，8月31日現在，364通の回収があります。回収率は34.9％になっています。

　今後の予定としては，今年度，質問紙調査の分析結果を踏まえて，フォーカスグループインタビューを行う予定です。その中では，アンケートでは伺えなかった学習履歴，現在の仕事と資格取得のために学んだ知識のギャップ，現在の仕事に必要と感じる知識やスキルなどをインタビューの中から拾い上げていこうと思っています。

Ⅲ-1．図書館情報学教育班へのコメント（コメンテータ：渡辺信一氏）

　教育班のコメンテーターという大役で，とても私のこなし得るものではないのですが，根本先生のほうから「気楽にやってくれ」ということでしたので，お引き受けいたしました。しかし，実は三輪先生からいただいた資料をゆっくり読ませていただいたのは昨日で，お手元のレジュメも夕べこしらえたものですから，かなりいいかげんなものです。以下，お話しすることも大変いいかげんなことになるかと思います。その点，熱心になさっている数名の先生方には大変失礼かとは思いますが，これも中間的なコメントであるとお考えいただきたいと思います。私ども関西のほうでも，徐々にこのLIPERの話が出てきています。10月10日に私の大学でもシンポジウムを開きまして，根本先生ご自身にパネリストになっていただきますし，そのときにLIPERのお話が出ると思います。

　また，11月の日本図書館研究会の図書館学教育研究グループというものも本学でやっていますが，ここでは柴田正美先生がLIPERのお話をしてくださいます。私どもも徐々にLIPERに対する関心というものを植えつけつつあるような次第です。私のコメンテーターとしての立場というのは，実は顧問という立場ですので，あまり無責任に物を言うわけにはいかないと思います。そこそこお話をつけなければならないだろうということです。それから，現在は私自身，いちおう文学部の教育学専攻の中で専門課程，そして全学的な司書課程，司書教諭課程という三者に携わっていますので，この会での話題にそこそこついていけるのではないかと思っています。

　私が当初，考えましたのは，レジュメの2番，3番，4番についてかなり拾い上げたかったのですが，15分という時間もありますし，私自身がいいかげんな形であまりお話しするというのは申し訳ないと思いますので，今回はこれについて触れないことにさせていただきたいと思います。それは以下の部分です。2）教育班の中間報告に対する若干のコメント：疑問とするところ　3）教育班による，春季研究集会での発表「日本における図書館情報学・司書・司書教諭教育の現状」との比較　4）KALIPERとの関連で若干の指摘　次に5番目ですが，「今後の研究活動への若干の疑問なり提言，期待」ということになりますと，そこに書いてあるような次第です。

　1番目に，「研究班としての今後のリニューアルに対する見通しはどうなのか」という率直な話をお聞きしたいという気持ちがあります。今日，ご回答いただく必要はありませんが，これが私どもの一番の関心事です。2番目に，「図書館情報学と司書課程の関係について」です。私自身，雑ぱくな知識しか持っていませんが，戦前の図書館員養成ということになりますと，どうしても教習所というものが関係してきます。その中で，実務的な知識，あるいは技術の伝達ということがかなり重視されてきたのではないか。それが戦後，大学教育の中で，これを取り上げるようになってきた。

　そうしますと，理念的には多分に教習所の流れが汲まれているのではないか。そこには専門としての図書館情報学の教育や研究ということにも，いささか影響を与えているのではないかと思われます。その結果，司書課程，司書教諭課程ということになると，非常に安易に考えられているのではないか。課程というのは一つのdisciplineであり，私どもとしては決して安易に考えるべきではないと思っています。そういうところから，もしも課程というものを軽視する風潮――私は非常に感じているのですが――がそのまま続いていくということになりますと，大学の世界の中では極めて異質であり，領域外の人たちから非常に軽く見られてしまう。その状況が続きますと，今後の専門職といいますか，あるいはそのレベルアップということに非常に大きな影響を与えるのではないか。LIPERプロジェクトの今後の活動や方向性に支障を来たすのではないかと考えています。

　そういうところから，たとえ司書課程，司書教諭課程の専門という立場だけで採用されることがあっても，専任教員の採用ということになりますと，私どもの身の回りによく起こることではありますが，定年退職者の人たちがやってこられて，「これで大学の教師が結構務まるのだ」という安易な形でやっていくということになると，非常に大きな支障になるのではないかと思っています。もちろん図書館学，図書館情報学というものは現場の経験ということがしばしば言われていますので，それはそれなりに大事なことです。

　それから先ほどのご発表にもありましたように，担当者の学歴が高学歴化に進みつつあるということですので，ある程度安心できるのではないかとは思いますが，現場の経験だけで大学の教師が務まるということであってはいけないわけです。そういうところは，今後の学問研究の広がり，あるいは深まりという意味からは，極めて重要なことではないかと思っています。

　3番目ですが，意識調査に見られる両極論，二極化というものが感じられます。これは私の前の日本図書館協会の教育部会長もやってこられたことでもありますし，私の後の高山先生もこの種のことをやっていらっしゃるので，大体わかるわけなのですが，大きく分けますと二つ，多少細かく分けますと三つに回答が分かれます。一つは，「レベルアップの必要性というものを痛感する。だから，そちらの方向に行かなければならない」という考え方を持ってくださるグループ，人たちです。あるいは，「大学で図書館員を養成しているにもかかわらず，実際には図書館員になる人が少ない。大学として十分なことはできないのではないか。だから，研究・養成ともほどほどでいいのではないか」という考え方です。

　三つ目に以前からよく言われることですが，教養図書館学という方向，考え方です。教養図書館学というものは決して逃げ道であってはいけないわけで，逆に学問的な視点を確かにするという考え方が非常に大事ではないか。そういうことを考えた上で，もしも大学における司書課程がつぶれるということがあれば，大変冷たい言い方ではありますが，スクラップ・アンド・リビルドといいますか，リニューアルの結果であると考えて，全国的なレベルで考えますとむしろ好ましいのではないか。これに対してはご異論もあるかと思いますが，そういうことがあります。

　レジュメに書いたように「今や図書館情報学教育の大きな変動期にあって，現実が大きく変わっていく現在，将来を見据えて改革を推し進めていかなければならない。さもなければ，わが国の図書館情報学教育は閉塞状態に陥るであろう」と。こういうことを強調したいと思います。

　4番目の吉田憲一先生の主張というのは，『図書館界』の今月号の「座標」という欄に「大学等における図書館学（司書課程）の今後」という一文を書いていらっしゃいます。以下はそれを要約したものです。近年，司書の新規採用は全国的に厳しい状況にあり，地方自治体の財政悪化に伴う業務委託や市町村合併等による正規職員採用数の減少，その代替としての臨時職員や派遣職員等の増加が著しい，としたうえで，これまで実施されてきた自治体の採用が近年の子の時期，ほとんど実施されていない；派遣会社や請負会社のアルバイトに集中する傾向が見られ，「市場原理の外」にあるべき図書館の本質的な役割は果たせない；試験問題そのものも外部機関への委託が増えていると指摘しておられます。

　同様に，大学図書館も国立大学法人化により今年度から国家II種の図書館学が外され，一般事務職員とは別枠で司書が採用されるものの，採用数は極めて少なく全21機関でわずか5名にすぎないという。いっぽう教職の採用が昨年度2万人を超え，両者の差が大きいことを指摘しておられます。また，図書館情報学教育にあっては，「実学的な分野である図書館学の教員には司書としての現場経験が欠かせない。」とする意見に対して，「教育・研究上からは大学院時代は切磋琢磨する鍛錬の時期」と認識し，その時期を欠くことは研究者としての基礎的素養を行き届かなくする面がある，というもっともな意見を述べておられます。そして「専門職員認定制度の来年度実施が検討される中，養成側として教育・研究に当たる教員側にもさらなるグレードアップが求められる。」（『図書館界』2004年9月号　p.157）

　要するに，吉田先生は，現在の大変厳しい状況をまず認識された上でご意見を述べておられるわけです。これについても私は全く賛成で，そのことを我々は意識していかなければならないと思っています。グレードアップというものが求められるという締めくくりです。後で同誌を読んでいただければと思います。

　最後に，教員の出口調査です。この言葉がふさわしいかどうかはわかりませんが，これまでずっと親しかった先生方が定年で辞めていかれる。私自身ももうすぐ辞めるわけです。その場合の問題は，こういうことを言うと大変恥ずかしいのですが，辞める先生がどれだけの研究業績を持っているかということです。いわゆるプライバシーの問題ということで，研究班のほうではかなり遠慮して公表されていませんが，研究業績はかなり公になっていますし，私どもの大学でもホームページその他で公開されている面もあります。いずれにせよ，そのことが一つあります。そして，その後任者としてどのような方を決めるかという問題です。下手をすると，学内事情で全然後任が得られないということが起こってきます。もしその後任が得られない，したがって定員が1名減ということにでもなれば大きな痛手となり，単にその大学だけにとどまらず，広く図書館情報学の分野全体の損失であります。辞めていくものは身を賭しても守り通さなければならないのではないか。

　あるいは，後任を得たとしても，大学の教員として極めてふさわしくない人が選ばれるという現実を私の周りで見聞きしています。これも非常に大きな問題ではないか。ですから，私どもはこれについてもかなりの覚悟，決心といったものを持たなくてはいけないのではないかと思います。

　6番目，「終わりに」というところに目を通していただきますと，1番は，「今，図書館学研究者，司書養成者に問われることは何か」ということです。2番目は，「KALIPERプロジェクトに見られる大規模な変革はLIPERに期待されるか。3番目に，「今後の研究班のご活躍を期待したいということです。また広く全国の図書館情報学教育/養成者によってLIPERプロジェクト支援体制を整えなければならない。」大変やりにくい面もあるかと思いますが，我々も全面的に協力するべきではないかということです。

　最後の最後，英語で書いてあります。"To the hundreds of librarians, mostly women, who devoted their lives to the service of scholarship in secondary positions with little recognition and often at bare subsistence salaries, in the first half of twentieth century."(Arthur Hamlyn) 　これは私が向こうで勉強していたときの恩師が紹介してくださったものです。そこに名前が書いていますように，アーサー・ハムリンという方のお書きになった著書の最初に献辞が載っています。その中にある言葉ですが，これは我々が非常に意識しなければならないだろうと思います。つまり，20世紀前半はアメリカでもあまり認められず，また地位やサラリーなど，極めて悪条件のもとでやってこられた図書館員――「主として女性」と書いていますが，我々の仲間にも女性が非常に多いと思いますので，そういう人たちがいかに一生懸命やってきたか。今，KALIPERという問題が出ていますが，アメリカはそれなりに，彼女たちが非常に力を出して頑張ってこられた。そこにプロフェッショナル・ライブラリアンとしての真骨頂があるのではないかということです。

Ⅲ-2．公共図書館班へのコメント（コメンテータ：西野一夫氏）

　私は公共図書館と図書館情報学教育にかかわるテーマについて，私なりに長年考えてきたことに触れまして，また，今日初めてお聞きしたのですが，研究班が出した中間報告の前段階の調査のさわりの部分に絡めまして，お話ししたいと思います。レジュメを用意しましたので，それを見ながらお聞きください。

　まず，図書館において司書は専門職として認知されているかどうかという判断です。裏をごらんいただければわかると思うのですが，日本における図書館職員の内訳を2003年と，その5年前の1998年とを比べてみますと，図書館数はそれなりに増えています。しかし，有資格館長は減っています。正規の職員は減っています。図書館は増えても，正規の職員は減っているということです。ただ，そのうちの司書は，司書補も含めて減っている。逆に，嘱託・臨時職員が大幅に増えている。嘱託・臨時職員の中での有資格者が増えている。こういう逆転現象が起こっています。

　まだ統計がどうしてもとれなくて，この表には出せないのですが，委託というものがこの中に入ってきます。私どもも今年の4月からだいぶ委託を入れましたが，その中の半数の方は司書の資格を持っておられるという現実があります。そのような形で，司書が専門職としてだんだん認められなくなりつつあるという現実が，表を見ればわかると思います。

　それから，専門職の採用ですが，これは現実に減っています。ここにはお持ちできませんでしたが，2002年に図書館協会の図書館情報学教育部会で調査されたものを引用しますと，公共図書館全体の職員数1万144人のうち，新規採用の専任職員は161人でした。そのうち，採用要件として司書の資格があるというのは59人，36％で，40％を切っています。にもかかわらず，発令を受けている者は31人しかいませんでした。つまり，「あなたは司書の資格が必要です」ということで採用されていても，司書の発令をされていないということですから，いつ図書館以外に行くかもわからない。その保証がないということです。

　
現実に神奈川県内では，横浜，鎌倉以外は，司書の採用をきちんと制度的に保証しているところはありません。特に国庫補助金が切られる。また，国庫補助金を受けるに当たっては最低の専門職員数という条項があったのですが，それが廃止されてから，予想はされていましたけれど，こういう傾向が顕著に現れています。それから，確かに私ども川崎市でも，資格を持ち，発令もされている司書の職員が60％を超えるのですが，その3分の2以上は司書講習に行って取った者です。もともと志を得て，苦学をして，非常に高い倍率で川崎市に入ってきた司書ではありません。もともとゼネラリストを目指していて，たまたま図書館に興味を持って，いろいろな理由から図書館の司書講習に行った。

　ですから，司書の資格を持って発令も受けてはいるのですが，逃げ場はあるわけです。いつどのようになっても，もとに戻ればいいということです。したがって，とことんまで志を持って，図書館に骨を埋めるという職員は非常に少ないということが言えると思います。このような現実があるわけです。それから，図書館職員の専門性が認知されない理由です。ここには二つ挙げましたが，後でもう一つつけ加えます。

　まず，私自身もそうですが，当時19単位の夏期講習で資格を取らせていただきました。当時は非常に苦労しましたが，今から思えば非常に簡単な経験だったと思います。ほかのものに比べれば，そうです。表2を見ていただきたいのですが，今日のコメントをするに当たって少し調査をさせていただきました。現在，司書の講習は14科目20単位です。

　教員免許は，例えば小学校の第1種，学士課程では合計で59単位です。小田先生が時間数の問題もあるということをおっしゃいましたが，日本では単位当たりの時間は大体同じだと思います。したがって，学校の先生が約60単位はクリアしなければならないのに比べれば，その3分の1程度ですから，軽く見られてもしようがないと思うわけです。

　それから，図書館内における専門的業務の内容については，国が規定したものがほとんどなくなってしまいました。昭和25年に通牒がありまして，大変ひからびた古いものがあったのですが，平成10年に廃止したまま，法的なものは何もありません。図書館の中で司書がどういう仕事をするかという規定は，実際のところ何もないのが実状です。それは各自治体が自分たちでつくっていかなければならないわけです。図書館協会や図書館問題研究会が自助努力でいろいろな表を出していますが，それはあくまでも非公式のものです。そういう問題があります。

　3番目に，これは非常に大きい問題ですが，現在までの公共図書館の活動のほとんどが貸出中心に行われているという現実があります。貸出はカウンター業務であり，コンピュータがかかわっているわけですから，ある程度のマニュアルがあればできるのではないか。現実にそうですし，そのほかのわずかな部分で専門的業務をこなしていますから，ある程度，専門的職員は必要かもしれませんが，ほかの職員については，場合によってはアルバイトや委託でどうでしょうかということが世間の常識になりつつあるということです。

　次に，図書館司書が真に専門職として社会的認知を獲得するにはどうすればいいかということです。先ほど小田先生がおっしゃったように，レファレンスサービスや情報検索など，時代のニーズにかなったような教育を厚めに施していくことが大変重要だと思います。しかし私は，図書館員が現在20単位ということであれば，短大の先生には大変失礼ですが，短大の卒業レベルで足りるということですので，そういうレベルで図書館司書が見られるのはしようがないと思います。

　逆に，もう少しレベルを上げた資格要件が必要ではないかと思います。学士に対応したものとして，私なりに調べたものを表3で挙げました。『図書館年鑑2003』によりますと，短大でも頑張って21単位以上課しているところが5校ありますが，4大でも20単位でとどまっているところが14校もあるというのはいかがなものかということです。二つご提案を申し上げたいと思います。全体のレベルを上げていただきたいことはもちろんですが，今後の展望として，今の20単位という司書資格の要件というのは，図書館の教養課程に当たると考えています。公共，大学，専門，児童，学校，図書館経営など，方面別で専門課程を積み上げていく努力を行うべきだろうと思います。

　もう一つ，学校で単位を取ったということは確かに大変なことではありますが，日本の学士のレベルは千差万別であるように，採用する側からすれば，その質が保証されていませんので，私としては国家試験をするべきだと思います。卒業しても，国家試験を通らなければ司書の資格は取れない。そのことによって，大学での教育のレベルも上がっていくだろうと思っています。

　もう一つ，私のライフワークの一つとして，国会図書館職員の採用の改革を行っていきたいと考えています。ちょっと調べてもわかると思うのですが，国会図書館の職員には司書の資格は必要ありません。1次試験の教養と，2次試験の数科目の中で選択として図書館情報学があるだけで，別に図書館司書の教育を受けていなくても入れるわけです。私の友達にも，そういう方はたくさんいます。もちろん全員が優秀な方ですが，国の図書館を代表する機関が司書の資格要件を必要としていないという問題は，根本的に日本の図書館を象徴しているのではないかと思っています。

　最後に，職員の再教育の充実の中で，私の所属する日本図書館協会では現在，専門職員認定制度の導入ということを行おうとしています。つまり，図書館司書がいろいろな形で資格を取ってくるわけですが，その後いろいろな経験を積む中で，レベルというものの保証が何もない。世間的，社会的に認知されるレベルの保証はないわけで，それを保証していこうという試みです。名称については現在，討議中ですが，経験年数や研修の成果，論文審査などを要件として，しかも，それを5年ごとに更新するという厳しい再審査を経て，一定の称号を与えようということです。

　現在，2次まで研究が進んでいまして，今年度，第3次のチームを最終編成しまして，仕上げをするということです。私どもの自助努力の一つとして，参考になればと思います。

Ⅲ-3．大学図書館班へのコメント（コメンテータ：大埜浩一氏）

　2003年の大学図書館調査班の中間報告を事前に拝見し，コメント内容を考えてきたのですが，今日，永田先生から最新の説明がありましたので，そちらのほうに少し話を移して，コメントしようと思います。

　国立大学図書館協会（国立大学と一部の大学共同利用機関で構成）は今年度，「人材委員会」をつくりました。これは，昨年度までの国立大学図書館協議会にあった「研修事業特別委員会」を改組したものです。研修だけを取り上げても，採用の時点の問題，キャリアパス，処遇なども平行して考慮した「人材マネジメント」の考え方を導入しないと，人の問題は解決しないと結論づけまして，改組を機会に，「人材委員会」にいたしました。今日，お手元にお配りしてある1枚ものは，「人材マネジメント」が必要であり，真剣に開発に取り組まなければならないという考えに基づいて用意したメモです。

　この文脈この中で気がついたことと，今日，中間報告として紹介があったことを関連づけて，この配付資料の順番ではありませんがコメントさせていただきます。なお，私は国立大学の経験しかないので，特に断らない限り以下のことは国立大学に限ってのこととご理解下さい。一つは，管理者のほうから，図書館員に変化に対応する力が求められているという指摘です。

　これは皆さんご承知のように，大学図書館は1980年代に「近代化」があり，その後「電算化」，「電子化」と続き，最近では，「法人化」と，中身は違うのですが，「化」というのが続いています。大学改革・教育改革もその間にありましたので，図書館もいろいろ対応していかなければならない状態に置かれ続けています。特に法人化で顕著になっていますのが，予算の削減，業務体系の見直しです。もちろん人についても10次にわたる定員削減もありかなり減っているし，お金も減っている。

　他方で，電子ジャーナルに代表されるＩＴ応用によるサービス向上も学習・教育・研究をサポートする上で，避けられません。法人化のタイミングと時期が重なったために，国立大学の図書館は，歴史上初めてと言って良いほどの根本的な改革を求められています。これは私立大学でも公立大学でも同様だろうと思います。

　このように環境変化にどう対応していくか，必要な予算等を確保するにはどうすればいいかというようなことを最優先にせざるを得ない。もちろん日常の仕事はしなければならないのですが，それはそれとして，どう対応していけばいいか。他にも，特に最近一番頭が痛いのは，電子ジャーナル予算をどう確保するかということです。安定した契約内容になってはいない上に，巨額の予算を必要とすることから，国立大学では教員に配分された予算でまかなってきた外国雑誌（紙）の負担方式は破産していて，大学全体で予算を集中化しないと支払えないわけです。詳細は省きますが，これにはキャンセル問題も絡んで，学内の予算配分，図書館資料（情報資源）の選択や経費負担のモデル変更を惹起して，当分は混乱状態が続くでしょうが，変化にどう対応していくか。

　もう一つ例を挙げますと，京都大学がそうなのですが，学内に50幾つかの図書館・室があり，先に述べた財政難，職員削減が更に進む中でそれをこのまま維持していく，更にはサービスを充実させるというのは，我々から見れば完全に不可能だと思っています。正規の職員がいない図書室もかなり増えています。（そこにいる人たちが司書かどうかは別として。）ただ一方で，教員向けの研究図書館という性格が強いわけですから，何とか自分の運営のもとに置きたいという気持ちは当然あります。そのあたりをどう両立していけばいいのか。そういう変化にどう対応していけばいいのか。あるいは，変化させなければならないのではないかという意味での企画力が求められるのは必然です。マネジメントの能力でしょう。学部等の図書館・室の職員のマネジメント能力には，かなり問題が多いと感じています。また，どうやって補っていったらよいか。このような応用能力を図書館員の養成課程でどう身につけてきてくれるか。

　話は変わりますが，人の問題で前々から気になっているのは，図書館をどう考えればいいのかということです。図書館長は「図書館員」として見るべきなのかという問題です。国立大学では，図書館長はお飾りのような存在が長く続いてきました。最近は非常にアクティブな教員が何人か続いていますが。館長には館長の役割を果たしてもらわないと，やはりまずいのではないか。館を代表して，対学外もそうなのですが，学内で交渉してもらわなければならない。

　例えば法人化によって役員と折衝し，それこそ知恵を絞ったアイデアを生かしてお金を取ってくる。あるいは，いろいろな組織の改革や図書館の統廃合なども場合によっては考えなければならない。全学の利益ということを主張する人，行動する人がいなければまずいわけです。そういうことには，どうしても教員である館長の力，あるいは顔というものが必要です。その点では，館長の選考方法に目を向ける必要があるでしょう。今までは，どこの図書館でも館長は偶然で選ばれていると言えます。立候補制でもないし，「私はこうやる」というように公約をアピールするわけでもありません。何を期待して選挙で投票し選出しているのか，不思議でなりません。もちろん国立のことですが，そういうことで本当にいいのかという気がします。是非とも選考過程を考え直す必要があるのではないでしょうか。

　例えば，マネジメント能力を重視して頂きたいと思う次第です。最近，理事が館長を兼ねるという大学も増えていますが，そういう方式が図書館にとってプラスとなるかどうか注目しています。理事は激職ですから，何らかの工夫が必要だと思っています。と同時に，図書館事情をほとんど知らないままに館長に就任するケースがほとんどですから，自大学や大学図書館界の課題を把握するためと，館長の役割を理解してもらうために，着任当初のオリエンテーションや他大学館長とのマネジメント・セミナーのような研修機会も重要だと思います。人材問題の一つと認識しています。法人化を機会に国立大学協会も学長，理事を始め学部長等も対象にした研修制度を実施します。これに対応するようなことになります。

　それから，幹部職員の問題です。幹部職員の人材不足は深刻です。マネジメントができないという問題です。先述の企画力の他にも，リーダーシップ，視野の広さ，長期的な洞察力，また学内事情の把握など管理職特有の能力を発揮する立場にあります。図書館員はとかく管理的な業務を軽視してきたためでもありますが，幹部に薦めたい職員の養成がうまくいっていません。学内だけでやるのかどうか。どうすればよいか。これも課題です。

　次に採用段階のことです。従来は人事院の国家公務員試験二種（図書館学）により採用してきたわけで，図書館を希望する人が採用されてきました。ただ逆に大学側のどういう人を採用したいかという意向は反映しない仕組みとなっていました。例えば京都大学では，工学部だけで10ぐらいの図書室があるのですが，そこにサイエンスのバックグラウンドを持つ人を配置したいと考えても，それができない。今までは処遇が一律であることもありますが，受験段階で各大学は明確な求人条件を示すことができなかったという問題です。法人化後は，道が開けるのではないかと考えています。特にＳＴＭ分野にバックグラウンドを持つ人が不足していますが，この「サブジェクト・ライブラリアン」の問題を，日本の図書館情報学の教育課程ではどう折り込むのか。懸念している点です。

　それとは別に，数多い人文系バックグラウンドの職員を育てられていないという「サブジェクト・ライブラリアン」のニーズと配置，育て方のギャップもありますが。法人化によって，国立大学の場合は大学単位で人を採用しても構わないし，試験も大学単位でやっても構わないという前提にはなっていますので，工夫次第で欲しい人材を採ることは実現可能だろうと思います。

　それから，中堅職員や若手の職員が非常に悩んでいるということがあります。若手のうちは，意欲的にいろいろな勉強をしているという時代かもしれませんが，中堅職員が目標を見失いとか，キャリアパスが見えないと言う点は，深刻です。図書館員は往々にして意欲的ですが，異動が頻繁でまた本人の希望する分野，職務や目標から外れると，とたんに意欲を失う傾向があります。人材を生かす上でも，持っている才能や意欲を生かす道筋をフォローする制度が必要だと言えます。

　それは，館長を含む幹部職員のコースであり，あるいは学問分野や図書館技術等の専門家の道を選ぶことになることでしょう。私どもは前年度に，法人化後の採用試験はどうなるのかということがまだ揺れている時期でもありましたが，職員の計画的なキャリアパス形成に取り組むことにしました。大学側のニーズとの兼ね合いもありますので，当分は試行錯誤が続けることになるでしょう。

　京都大学では，今年から図書館以外でも同様な発想で採用や異動などを考えております。その過程で，職員の育成という観点からは，研修とか能力開発の局面で大学院をどう活用するかが一つの課題となると見ています。そのときには当然，評価があります。採用の段階でも一定の能力評価があるわけですが，採用した後の評価が当然，求められるでしょう。図書館側としても，大学執行部に対して，「こういう成果を出しているから，この人は引き続き」，あるいは「こういう処遇をさらに与えたい」というような問題を考えていかなければならないのではないか。そのときに，どういう能力，どういう知識がこの大学に必要である，欠けているという説明が求められるだろう。それが，その大学にとって，図書館で活躍してもらわなければならない専門的な能力ではないか。それが，ここで話題になっている専門職の話につながるのではないかと思っています。その具体像は，学内ニーズの把握から始めないといけないので，これからの開発課題です。

　そのほか，研修です。能力開発については，企業では個人の責任ということになっているようです。大学側としては，どの程度かはまだわからないのですが，バックアップの仕掛けは用意しなければならない。海外に勉強や調査に行くとか，大学院に進むとか，その間の仕事はどうするかとか，いろいろな問題が生じるかと思いますので，そういう意味の制度的な何らかの枠組みをつくらなければならないだろうと思っています。みんなに同時に行かれても困るので，そのあたりの歯止めも必要ですが。私立大学図書館協会では，海外派遣を協会でおやりになっているようですし，一部の大学では個別の協定を結んで実施しているところもあるようですので，国立大学もそういうことを考えていく必要があるのではないか。

　それから，特に京都，滋賀，奈良という近畿北部では，国立大学の間で人事交流をかなりやっています。都大学だけでも今，20数名がほかの大学に出ています。そういうことは今後も引き続き進めていきたい。法人になったということもあり，給与体系の相違をどう吸収するかという問題もありますが，公私立大学とも人事交流ができればいいのではないかと思っています。単に人材の補充と言うだけでなく，他流試合は能力開発にも効果があるという意味で。併せて，地域での合同研修をもっと積極的にできないかと考えています。

　近畿では今，国立と公立は一つの協議会を形成しているのですが，私学が加わった組織はありません。全部の図書館が集まるのではなく，国公私立大学図書館協力委員会と同じように，代表者が出る形で近畿の委員会のようなものをつくって，そこで一緒に研修をする仕掛けができないかと考えています。カレントな話題を始め，大学図書館員が関心を持つことは共通性が高いと言えますので，全国単位で実施することを除けば，地域内で合同で実施することで省力化とともに広く成果を共有できるものが少なくないのではないかと思うからです。比較的交通の便がいいので，近畿全般に広げても，成果が得られるのではないかと思っています。そういうことで，地域の活動はもっとやりようがあるのではないか。その中で当然，専門職というものも話題に上ると思います。「どういうコースを」「どういうところを」ということは実践ができるのではないかという気がしています。この発想の母体になっているのは，「大学コンソーシアム京都」での活動でありまして，その中に「図書館共同事業検討委員会」というものができて3年目ぐらいですが，そこで今年の2月26日に，合同で研修会（講演会とパネルディスカッション）を開催しました。

　若手の人を企画の段階から参加させて，企画の勉強も兼ねてやりました。11月には，単館では初任者研修を実施できない大学向けに合同で初任者研修を行います。これらをできれば近畿に広げたいというつもりでいます。どういう人材が必要かということよりも，どのような問題を抱えているかということに重点が行ってしまい，あまり直接には中間報告に触れませんでしたが，このようなことを国立大学，あるいは近畿で考えているということのご紹介で，参考になればと思います。

Ⅲ-4．学校図書館班へのコメント（コメンテータ：小林路子氏）

　私はもともと中学の国語の教員なのですが，実際に市川市の学校図書館にかかわるさまざまな事業にかかわっているということで，今日はコメンテーターを仰せつかったと思っています。先ほどの堀川先生のお話にもありましたように，学校図書館というのは，全国で非常に地域差が激しいのです。それから多分，皆さんもご幼少の頃，学校図書館を活用して学習をしたというご経験に乏しいのではないかと思います。実は私自身もそうで，イメージづくりが非常に難しいと思っています。

　ただ，子ども読書年以降，子供の読書活動推進計画が各地域でつくり出されつつありますが，その中には必ず学校図書館が入っていますし，先ほどから話題になっている司書教諭という人の問題も必ず出ています。それから，学習指導要領が改訂されまして，学校図書館の活用ということがいろいろな教科で進められつつあるという現状があります。

　今日は，市川市の学校図書館をご紹介しながら，今後，こういう学校図書館で働く人たちはどうあるべきかというような形でお話しできればと思っています。

　市川市では，司書教諭の発令を昨年度，平成15年度から始めたのではなく，法改正があった平成10年度に司書教諭の発令にかかる検討委員会を設けて，考えてきました。今日お持ちした，Ａ4二つ折りのものの真ん中を開いていただきますと，図が両ページにあります。これは，そのときの検討委員会で作成した市川市の目指す学校図書館像です。左側が図書館像，右側が司書教諭を中心とした人の役割ということです。5，6年たっていますが，一応，今もこれを目安にしています。なぜこのように目指す学校図書館像を考えたかといいますと，人を配置するに当たって，人が連携をしたり，チームを組んで働くというとき，学校図書館はどうあるべきかというイメージがないと……。

　市川市は以前から「読書の街」という形で呼ばれ，学校図書館の活性化が行われてきたわけですが，イメージが明確でない中に人が配置されて，一体何をしていくのかという問題がクローズアップされました。まず目指す学校図書館像を明確にしていこうということを，検討委員会の中で話し合いました。そこで出てきたのは，子供の読書生活を支え，学習を支え，先生方の研究を支えることが大事ではないかということです。そのあたりについては，この図を見ていただければ詳しく書いています。

　その三つの学校図書館の働きをするためには，機能的な運営をしていかなければならないということで，まず，いつでもだれでも自由に使える図書館でなければならない。そして一人一人の子供たちや教職員に対する支援，それから使いやすい館内レイアウト，配架などです。左側の写真は，市川市には学校司書，または非常勤の学校図書館員がいますが，その人たちの読み聞かせの様子です。右側の写真は，全校の蔵書がデータベース化されていますので，小学校でも子供たちがこのように貸し出しをしているという様子です。学校図書館の中にはコンピュータがかなり入ってきていますので，学校司書たちはこういうものも使いこなせなければなりません。

　次に，閉ざされた学校図書館ではなく，多様な資料，外部機関と結ばれた学校図書館でなければならない（のではないか）ということで，公共図書館や他の学校との連携で本を貸し借りする。あるいは，私どもの建物の中に映像文化センターというビデオの貸し出し等を行っているところがあり，そことの連携。あるいは，市川市には博物館が三つあり，その博物館との連携ということも考えていこうということです。これが博物館の実地体験研修の写真です。この体験の前に子供たちが図書館を利用して調べたりするわけです。それから，右下の写真は映像文化センター職員が手伝って，子どもたちが調べたことをもとにビデオを作成している様子です。こういうところまで図書館がかかわっていこうと思っています。

　3点目に，地域とともに歩む学校図書館ということで，小学校に市民図書室があったり，読書サークルや読み聞かせサークルという地域の方の活動があったり，開かれた学校図書館を目指さなければならないということです。これは，読み聞かせをしたり，お母さん方がデータベース化の作業にかかわったりしてくださっている写真です。

　以上のような学校図書館を実現するために，公共図書館と学校との連携を教育センターの事業として進めてきたわけです。その内容については資料をごらんいただきたいと思います。その中で，人のネットワークが大変大事だと思っています。学校図書館の専任者とはどうあるべきかということだと思うのですが，その前に，市川で行っている「物流」と「情報」のネットワークについて簡単にお話しします。

　「物流」というのは，公共図書館と学校，学校と学校とで，必要な図書の相互利用をしています。それは赤帽が運んでいるのですが，私どもで委託しているものです。公共図書館からだけでなく，学校間で図書の相互利用をしています。図書の依頼はメーリングリストを作っております。実際の配送は，公共図書館を基点として，市内の小中学校，幼稚園，高等学校66カ所を一巡しながら，週に2回，配送業者が本を積みおろしています。この実務を担当しているのは司書教諭ではなく，先ほど堀川先生の話にあった，身分不安定な学校司書です。あるいは，学校図書館員という非常勤の人が担当しています。司書教諭にはこれは無理な仕事です。なぜならば，授業を持っているからです。

　図書の相互利用のために年間計画などをきちんと立ててもらって，無計画に学校図書館を利用するのではなく，学校全体で計画的に利用してほしいということをお願いしています。これは市全体の学校から集めているのですが，この作成は司書教諭にお願いしているわけです。なぜならば，これを作成することによって学校の教育活動の全容が見えるからです。この「物流」で年間6万冊近い本が移動していまして，学校図書館を利用する計画単元が全校で2200単元近くあるという状況にずっとなってきています。

　もう一つの「情報」のシステムですが，学校図書館に（は）専用のファクス電話やコンピュータを配備し，校内ＬＡＮにつなげています。先ほどの「物流」もメーリングリストで一斉にやっています。それから，蔵書のデータベース化もされています。さらに，学校図書館とコンピュータ室を隣接させて，学校図書館の情報学習センター化（ということ）も図ってきています。左上が中学校，右下が小学校の写真ですが，図書館の中にインターネットにつながるコンピュータを6，7台置き，さらに隣にコンピュータ室を持ってくるという形で，市内全体で子供たちが図書，あるいは電子メディアから得られる情報，新聞その他もろもろのものを活用できるという状況になっています。

　こういう学校図書館像をイメージしていただくと，そこに働く司書教諭は1人で何かができるかといえば，無理であるということにお気づきいただけると思います。市川市ではもともと，小中学校の学校司書，学校図書館員を昭和54年度から配置していました。そこに平成10年度から，先ほど申し上げたように，段階的に司書教諭を発令してきて，昨年度，55小中学校全校に配置を完了しました。1校に2人ずついるのですが，この人たちだけで学校図書館運営ができるかといえば，それも無理だと思っています。司書教諭はコーディネーターであるべきだと思っています。この人自身が情報担当である必要はないのではないか。むしろ，学校内の先生方と学校図書館をつなぐコーディネーターであればよいのではないか。実務を担当する学校司書（さん）や情報教育の担当とチームを組んで，校務分掌というものが学校にあるのですが，そこに位置づけられた学校図書館部を組織し，そのチーフとして，いわゆる研究主任的な立場に立って，全校の教育活動に学校図書館を活用していく。市川市ではそういう発想が必要だと考えて，活動してもらうようにしています。

　ただ，口で言うのは簡単ですが，これはなかなか難しいです。コーディネーター役というのは，かなり経験を積んだ人でなければ，なかなか他の先生を説得していけません。年度当初に学校図書館運営計画等を示しながら，情報教育とブックオンリーでない学校図書館の活用とを示していただいています。今は，特に中学校では司書教諭の方がぎりぎりの数しかいません。ここ2，3年，新たに採用される教員が少しずつ増えてきましたが，実はその方たちはすべて司書教諭の有資格者です。そうすると，とても若い方がポンと司書教諭になってしまうという現実があります。それでは学校を動かすことはできません。

　ただ，今後採用される若い教員がすべて司書教諭の資格を持っていくであろうと考えると，実は小中学校の教員は全員が司書教諭なのではないかというようにさえ考えられる現状があります。実際に，先ほど提案されました学校内情報メディア専門家という位置づけの方がどの程度の働きをしていくかということですが，幼稚園を含めて，小中学校において，まず子供が本好きになっていかなければなりません。本を好きでない子供が情報を活用するということは非常に難しいと思われます。ですから，旧来の図書，本を大事にするという活動と，先ほどお見せしたような，文部科学省が情報教育とおっしゃっている部分ですが，その融合をどう図っていくか。それを1人が担当するのではなく，ここにありますように，組織として校内で位置づけて担当していく。

　そのリーダーが司書教諭，あるいは学校内情報メディア専門家である。ただし，その人たちはすべて教師ですから，基本的に子供たちを教える，教育するという立場だということを押さえておかなければいけない。そこが公共図書館の司書さんたちとは違うのではないかと思います。市川市では，文部科学省の指定を何年かにわたって受けていまして，その中で先ほどのような蔵書のデータベース化や学校間の本の貸し借り，公共図書館からのバックアップなどをしてきています。

　今，文部科学省はそういう方向で小中学校，あるいは高等学校の学校図書館を地域連携型にしていこうとしています。そうなってきますと，単館といいますか単独校で何かをする人ではなく，学校間の連携も考えられる，幅広い資質を持った人が司書教諭として求められるのではないかと考えています。今日は持ってこられませんでしたが，今年度3月までの指定で市川市としてこういう冊子をつくりました。この中に書いてあることの一部をコピーしてきたものがこの資料です。宣伝になりますが，必要な方は，お申し出いただければお送りできますのでおっしゃってください。

　現在，高等学校でも情報科という科が設置され，その情報科と学校図書館がどう連携していくかというところは，まだまだ課題になっているようです。小中学校も含めて，いわゆる情報教育の分野と学校図書館の分野がどう手を携えていくかということのカギになるのが司書教諭だと思います。ただ，この人自身が果たして情報の実務担当者である必要があるかといえば，全くそんな必要はなく，もっと大きな見地で見ていく人が必要ではないかと考えています。以上です。

IV-1．質疑応答

根本　

　それでは，後半，第3部を開始したいと思います。先ほどシンポジウムの目的について申し上げましたが，今，8人の方のご発表とコメントをお聞きになり，かなり多様で，一つにまとめる方向はなかなか難しいとお感じになったかと思います。図書館学や図書館情報学，図書館界などと言っていますが，実質的にはかなり分断されて，さまざまな団体に所属している方が，それぞれの帰属意識のもとにこれまで活動されてきたという状況がありました。

　私どもとしては，広く言えば図書館界ということになると思うのですが，それを結びつけるものとして，図書館情報学教育など，基盤的な共通の知的分野があるだろうということを前提に考えています。その意味で，館種を超えた議論をする場はなかなか設けにくいわけですが，こういうところで少しそういう議論をして，図書館員の共通の知的基盤というものはあるのだろうか，もしあるとしたら，それをどのようにつくっていくことができるのかを最終的には構想していきたいと思います。

　ここではコメンテーターの方のご発言は，どちらかというと，それぞれの館種を前提としていますので，固有の問題が議論の中に出てきたのではないかと思います。両者のバランスをうまくとりながら，議論していきたいと思います。

　最初に，コメンテーターの方からのコメントに対して，4人の発表者の方に簡単にお答えいただいて，それをもとに議論のきっかけをつくっていただきたいと考えます。お一人，5分くらいでよろしいでしょうか。時間はお任せしますが，あまり長くならない程度にご発言いただきたいと思います。では，まず三輪さんからお願いします。

三輪

　渡辺先生，非常に示唆に富む，また，ある意味では我々にとって非常に厳しいご意見をいただき，ありがとうございました。一つ一つについて簡単に答えていきたいと思います。まず第1点，5）の（1），研究班としての今後のリニューアルに対する見通しはどうなのかという点です。これは多分，教育のリニューアルという意味だと思うのですが，今の私どもの立場としては，あくまでも実態調査の結果を重視して取り組んでいきたいと思っています。今年度は，10月に機関調査を実施して，11月以降に大学で司書課程・司書教諭課程を担当していらっしゃる教員の方に対する意識調査を実施します。その意識調査の中で，今後の司書教育，司書教諭教育にかかわるご意見，あるいは現状の問題点を指摘していただくための自由記述欄を設けようと思っていますので，そこで広く皆様のご意見を拝聴した上で，方向性を見出していきたいと考えています。

　もう一つは，大学図書館班，公共図書館班，学校図書館班の調査の中で，現場の方たちがどういう教育，スキルを求めているのかということがもう少し明らかになってくると思います。それを踏まえて，最終的に来年度のどこかでグループインタビューのようなことをして，そこできちんと議論した形で方向性を見出すような成果を出していければと考えています。

　2点目の図書館情報学と司書課程との関連ということで，実務教育なのか，それとも大学で実施するわけですから，専門的，学術的なものを踏まえた教育なのかというご指摘がありました。私は個人的に長くアメリカで教育を受けていたということから，アメリカでMLSができたときにも，こういう議論がかなり行われたという経緯を聞いております。また，北欧4カ国で1980年代に，それまではいわゆる専門学校でやられていた司書教育が大学でやられるようになり，教育内容の大幅な変化が見られたという報告もされています。

　現場では，すぐに実務に適用できるような教育を求めているようですが，実際に職場に就いて，そこで変化に富んだ，あるいは常に変化していくような環境の中で身につけたスキルが廃れていかないためには，理論的な根拠，応用力のある教育をしなければならないということで，ただ単に技術的，スキルの教育だけではなく，理論的な面を重視しようという動きがあると聞いています。そういうことが今，日本でも問われているのではないかとのご指摘でしたので，これは非常にありがたいご提言だったと思います。

　それから3点目，意識調査に見られる両極論ということです。レベルアップの必要性を痛感している方と，「図書館への就職は無理だから，現状でも構わない」ということもおっしゃっていましたが，今までのインタビュー調査では，レベルアップの必要性を認識していらっしゃるという傾向と，それでも就職の機会が全員にあるわけではないのだから，教養的な図書館学というとらえ方と，その二つの方向があったように認識しています。最終的にはアンケート調査の結果を見なければ何とも言えませんが，その辺のところで第2のものがあるのかどうかということはこれから見てゆきたいと思います。

　それから，我が国の図書館情報学教育が閉塞状態に陥るであろうと書かれていますが，ケーススタディの結果から見ますと，アイデンティティが失われつつあるといいますか，何のために司書教育をやっているのかということが明確ではないという意見が幾つかのところで指摘されたということを考えますと，ある意味では，もう閉塞状態になっているのではないかという認識があるようにも思います。逆に，そうであるならば，むしろその閉塞状態から抜け出さなければならない時期に来ているのではないかという感じがしました。

　それから，出口調査の必要性ということです。これは教員の出口調査ということですが，日本の場合，一たん就職すれば，そのままずっとそこにいるということが一般的でしたので，就職するまでは一生懸命に論文を書いても，その後は生産性が下がってしまう傾向があるのではないかというご指摘だったと思います。これは現在，業績調査を実施していまして，それをうまく分析することで，例えば年齢による生産性の違いというような形で把握できればいいなと考えています。いずれにしても，モチベーションを最後まで高く保つためにはどうすればいいかとか，最後に書かれている「辞めていく者は，身を賭しても守り通さなければならない」というところに赤線を引いておきましたが，これは非常に貴重なご意見だったと思います。

　「終わりに」のところでは，今，図書館学研究者，司書養成者に問われるものは何かということで，来年度の終わりあたりにちゃんと答えられるようになっていたいと思いますが，今はお答えできません。

　2点目のKALIPERプロジェクトに見られる大規模な変革はLIPERに期待されるのかということですが，私の理解では，KALIPERプロジェクトというのは，その結果が変化を生んだというより，むしろ90年代に起こったアメリカの教育における変化を把握するための調査だったと理解しています。そういう意味では，日本の場合はそういう変化をこれから起こさなければ，大変なことになりそうだという感じがしています。今後も渡辺先生を含めて，皆様のご協力，ご助言を期待していますので，よろしくお願い申し上げます。

根本　さらにコメントがあるかもしれませんが，また後の議論で渡辺先生にお願いできればと思います。では次に，小田さんからお願いします。

小田

　西野さんにコメントをいただき，ありがとうございました。大変根本的なところをご指摘いただいたと受け止めています。公共図書館班の目的は，図書館情報学教育といいましても，カリキュラム，その前提としての知識ベースの問題を取り上げるという基本的な方針で調査を進めていますが，西野さんのコメントの主眼はそちらではなく，公共図書館には制度的な面に問題点がある。したがって，そちらに関係した研究活動を推奨されているのではないかと，行間の部分を読み取ったりもしました。もちろんその点は，こちらの今後の反省材料，検討材料にさせていただきたいと思います。

　ただ，我々の研究班の進め方として考えておかなければならないのは，例えば西野さんのコメントで，表2に教員免許との比較があります。お話の中では，小学校の学士の1種の免許が59単位であるという数字を例にしてご説明していただきましたが，その59単位の中身がどのような教育内容なのかというところが，我々の研究の進め方と対比させ，あるいは照合させるならば，重要になるのではないかと考えるわけです。数字の問題として，戦略的には，司書資格の20単位が少なく見えるのは事実ですから，そちらの改善を促すことはもちろん必要なのですが，その前提となる中身が本当にどのぐらいあるのかという部分を検討せざるを得ません。言い方を変えますと，例えば60単位，図書館情報学で司書の養成のためにあげると言われたとき，60単位分の中身が果たしてあるのかという問題があるわけです。

　逆に今，司書養成の科目は20単位ですが，その20単位の中の多くの科目は果たしてどのような構造で組み立てることが可能で，また，教育が実践されているのかということに関して，きちんと検討していくことが必要でないかと考えます。それとともに，先ほどはちょっと言葉足らずだったかと思いますが，20単位と言っていますが，それはあくまでも司書講習での20単位です。しかも，司書講習の中でも演習科目に関しては，講義科目の2倍の時間をとるということになります。したがって，講義科目に換算しますと24単位という時間に相当するのが，ここの見方になります。さらに，講習科目は1単位科目が数多くあります。通常，多くの大学で，半期で2単位という科目設定をします。すると，どういうことになるかといいますと，単独の独立科目で科目を開設するならば，20単位と言っていますが，実は30単位分なければ，大学の資格の科目が独立科目とはならないわけです。

　そういう構造的な問題が背景にあります。数字のマジックで，20単位というと3分の1ですが，教職のほうの科目は演習実習科目が限られていますので，それで算定しますと，約半分になる。そういうことさえあるものですから，数字上の問題を前提にして調査を行いましても，ただ混乱を招くばかりであるという認識を持っていまして，調査の中ではあえて取り上げませんでした。

　それからもう1点，例えば学芸員が12単位となっていますが，学芸員の場合，例えば美術や考古学など，そういう領域の背景となる学問領域をもって，社会的に学芸員というものが認識されています。資格としては，もちろん12単位でオーケーなのですが。教職の場合，1学部1学科で一つの教員免許というのが現在の原則です。原則外れの大学も幾つかありますが。それは別として，それぞれの専門領域が教職の背景にあるわけです。ところが，図書館情報学には背景となる領域があるのかというと，必ずしもなくて，すべての領域に開放されています。大学に入ると，その大学のどこの学科でも，司書資格を取ることができる。そういう構造が見られるはずです。そう考えますと，そのあたりのことを考えなければなりません。

　ちなみに，先ほど取り上げました8月の予備調査では，6ページの下のほうに「ホ，人文科学分野」「マ，社会科学分野」「ミ，自然科学分野」とありますが，これらの主題知識という項目に関してどうだったかということを申し上げませんでしたから，ここでお伝えいたします。人文科学分野は18人，社会科学分野も18人，自然科学分野は17人という回答結果でした。つまり，47人中，約4割の人が「特に重要だ」と回答していまして，主題知識に関する重要性の認識は，大学図書館の職員ではなく，公共図書館の職員でもかなり強く認識されているということが予備調査の中ではわかっています。このあたりは議論の一つの材料になるのではないかということで，コメントに対するお答えとともにお示ししたいと思います。

根本　

　図書館情報学の学問構造そのものに言及する話しだったと思います。それでは，永田さんからお答えということでお願いします。

永田

　人材委員会というものをおつくりになったということなど，印象としてかなり明るいお話をいただきありがとうございました。人材マネジメントという観点は大学図書館班の基本的な観点です。人的資源経営という言い方をしていますが，基本的には同じことです。なぜそうなってしまうかといいますと，大学図書館員には司書資格は不要となっているのです。この間，法人化で新たな試験を設定するとき，司書資格を前提にした試験をするという話になって，みんなでこぞって反対したのです。司書資格ということでは大学図書館員は規定できないということで，むしろそれからは自由でありたいというところがあります。それ以上のものを何とかつくり上げていきたいということが裏側にあるのですが，そういうことで，大学図書館における図書館員の人的資源マネジメントはどこにあればいいかということが基本前提になると思います。

　大埜さんから，「図書館長は教員でなければならない。教員でなければ，大学の中では話が通じない」というニュアンスのお話がありました。実際，現場ではそのようなところがあるのですが，欧米の大学図書館の館長の動きを見てみますと，必ずしも日本の大学が自然だとも言えません。プロフェッショナル・リーダーシップをとっているし，図書館員に任せているという事実があるわけです。したがって，日本の大学図書館員は変わらなければならない。どのように変わればいいかということが問題なのだろうと思います。

　変わらなければならないところがかなりたくさんあるように思います。私も長いこと大学図書館員をやっていて，今，図書館行政に教員としてかかわることが多いのですが，図書館員と教員のギャップをかなり感じます。そこで図書館員がリーダーシップをとれるような雰囲気はまだありません。ともあれ，変わらなければならない。変わらなければならないところは何であるか，ということをアイデンティファイできればいいのかなと思います。

　私どもの研究の中では，今回の調査では，どのような人材が必要か同定しよとしております。私どもの研究でも確認できると思うのです。その結果を出して，改めて検討する機会があれば，ひとつよろしくお願いしますという感じでコメントを承りました。

根本

　大学図書館班には人材マネージメントの発想をもとに研究を行っているというお話でした。それでは最後に，堀川さんからお願いします。

堀川

　市川の状況について，写真を交えながら説明していただいたことで，フロアの皆様も学校図書館の状況，そして学校図書館の先頭を走っている市川市の状況がよくおわかりになったと思います。

　小林先生がおっしゃっていたのは，本も大事にする。そして，情報教育とどのように融合させていくか。そして，それぞれの実務担当者である必要はなく，コーディネーターとして動くことが必要なのだ。そして，教育をするということを押さえておかなければならないし，学校間の連携もある。そのように，現在の制度の中で，本当にバランスよくといいますか，司書教諭の重要な役割がきちんと押さえられている市川市の現状だと思います。

　しかし，我々が学校内情報メディア専門家と仮称しているものがどの程度の働きをするものかというようなお言葉が，小林先生のお話の中に挟まれていました。我々はそれをこれから本当に真摯に考えていかなければならないと思っています。1953年に学校図書館法が制定されて以来，司書教諭を置くということになっていて，そのままに50年たち，やっと置かれたという状況で，将来を見据えた現時点で司書教諭がどうあるべきかということを，今までの流れの中につかったままではなく，将来的に，我々はどうあるべきかということを検討していきたいと思っています。

　学校図書館ということではなく，教育全体の中で司書教諭といいますか，専門職がどのような役割を担っていくかということをいま検討することが，将来の学校図書館の方向を決める重要な通過点であると自負しています。市川市の現状なども参考にしながら，これから進めていきたいと思います。

根本

　フロアの方，あるいは先ほどのコメンテーターの方も，さらにコメントをつけ加えたいということであれば，含めてご意見をお願いしたいと思います。

質問者Ａ氏

　県立図書館につとめています。大変興味深く伺いました。公共，大学，学校図書館の班の方にそれぞれ，似たようなことなのですが，お伺いしたいと思います。項目についてです。公共の班では，6ページに具体的な項目が挙がっているのですが，私が一見したところ，いろいろな性質のものが混じっているような気がします。

　必ずしも科目と一致しているようでもないですし，これはどのようにおつくりになったのか。そして，その結果について改善への提言をされるということなのですが，今後どのように使われるのかということをお伺いしたいと思います。大学の班についても，ほとんど同じことなのですが，追加のほうのレジュメの2ページで，かなり小さな画面ですが，「重要と考える」というような表があります。この項目も同じように，どのようにつくられているのか。大学の場合は特に，先ほども司書資格とは違ったものを求めているということがありましたが，大学図書館としての養成に必要な中身をどのように考えていらっしゃるのか。

　それから，大学の場合，分野がかなり多岐にわたっていて，主題知識と言ってしまっていいのかどうかわからないのですが，それぞれの分野による違いも大きいのではないかと思います。そのあたりをどう考えていらっしゃるのか。

　それから，学校図書館の班にお聞きしたいのは，レジュメの11ページに，「現行の司書教諭という言葉は使用しない。学校内情報メディア専門家（仮称）という言葉を使用する」ということが書かれています。つい先ほどもお話があって，一生懸命聞いたつもりなのですが，この学校内情報メディア専門家というものは，司書教諭のあり方を考えるということなのか，また学校司書との関係はどうなのか，そのどれでもなく新たなものを考えていくということなのか，よくわかりませんでした。もし新たなものを全く別に提言されるということであれば，さらに混乱してしまうのではないかとも思うのですが，そのあたりをお聞かせいただければと思います。

小田 

　まず1点目，項目の取捨選択ということに関してですが，これは5ページにあるように，東大調査をたたき台として作成しました。「たたき台として」という意味については，全く新たにつくり出すということももちろん考えたわけですが，10数年前のこの調査の結果が未発表であるということを踏まえますと，この調査の結果を含み込んで，すなわち，場合によってはうまく比較対照できるように項目を調整したい。調整する以上は，その当時の項目とあまりかけ離れた項目，あるいは表現的な移動があることは望ましくない。そういう状況があります。ですから，性質として，あるいは重なり具合として，うまくないという項目が見られる可能性はあります。

　ただ，この項目を選ぶに当たって，昨年度の予備調査，あるいは今年度の調査等でぎりぎりのところで調整したというのが，現在お示ししている項目ということになるわけです。それから，これをどう使うかということです。もちろん，これからの話なのですが，先ほど「特に重要だ」という項目を幾つかお示ししました。その中で，レファレンスサービスが上位にあるというようなことも申し上げましたが，もし実査で同じような結果が出たとすればということで仮に申し上げますと，その内容を含み込んだ科目を重点的なコアの科目として見直す必要があるのではないかという提言はできると思います。

　それから，接遇が上位にあったということになりますと，司書養成の場合，接遇関係では選択科目としてコミュニケーションという科目があります。これはパーソナルコミュニケーションで，マスコミではありませんから，この科目の中で取り上げることが重要となりますと，選択科目としての位置づけではなく，必修科目としての位置づけの可能性があるのではないかという提言をし得ると考えています。そういうところが使い方の一つになると思います。また，大学図書館，教育班との関係で，そちらの議論ができるのではないかと考えています。

永田

　小田先生のお話は，私どもの場合においても，ほとんど前提となるところです。ただ，大学独自のことを少しつけ加えますと，リスト作成に当たっては，大学班の前提としている東京大学教育学部の研究成果は発表されており，そこでかなり細かい項目が出ています。その項目を前提にし，北米のAssociation of Research Librariesにこの手のものがありますので，それも参考にしました。それから，昨年度のインタビュー調査を踏まえ，検討してつくりました。2番目の司書資格については，誤解を恐れずに言いました。大学図書館の場合，大学図書館員であっても，司書資格はあったほうがいいと思います。しかし，司書資格で終わるものではないという意識が非常に強いということです。

　もう一つ，リストのところで，それをどう使うかという件に関しては，大学図書館の質問紙調査では，質問4というものがありまして，同じ項目に関して，その知識・技術がどの教育段階で修得されればいいかという質問をしています。例えば大学の図書館情報学教育，大学院教育，あるいはリカレント，各種研修会・講習会，オン・ザ・ジョブ・トレーニングなど，いろいろなチャンスがあるわけですが，知識・技術がどこで修得されるのが望ましいかということも結果として出てきます。3番目の主題知識の問題は，大学図書館にとって非常に重要なわけです。主題知識は必要かという質問をしますと，平均すればあまり高くはありません。一部の人がある一部の主題を持っていればいいということになりますので，すべて主題知識が必要かというニュアンスでは質問が通じないのです。

　結局，主題知識の質問に関しては，平均的には50％前後のポジティブな回答になります。しかし実際には，先ほどの大埜さんのコメントにもありましたように，大学図書館では，それぞれの主題に関する専門家が必要なわけです。ですから，主題に関する専門家であり，かつ，図書館情報学の分野の専門家であるような組み合わせがアカデミック・ライブラリアンとして望ましいだろうということになります。こういうものはパーセンテージが低くても，きちんと位置づけておくべきかと思います。

堀川

　私たちが学校図書館情報メディア専門家というように仮称したものは，現行の司書教諭，学校司書，どちらをイメージしたものでもありません。学校図書館の専門職として到達すべき点といいますか，専門職としてはこういうものであるというように，我が国の学校図書館の専門職として到達すべき像を明らかにするということです。それが明らかになってから，現状をそちらにどのよう近づけていけばいいかと。その検討はまだこれからの段階で，最終的にどのような形の提言になるか，着地点はまだわかりませんが，まず到達すべき点，目標を明らかにしたいということです。

根本

　私のほうから追加のコメントをさせていただきます。今の三つの館種について，調査の方法が若干違うということが前提としてあります。公共図書館班と大学図書館班はある程度似ているのですが，学校図書館については少し違う調査の方法をしていると思います。公共と大学については，先ほどから出ているように，私も少しかかわったのですが，10数年前に東大で調査したものがあります。とにかく，大学と公共については既に制度が動いていて，人材配置が行われています。それはずっと前からそうです。その状態を前提にして，現場の方々にどういう知識・技術が必要なのかということを伺うということを一度，既にやったわけです。今回も質問紙調査については同じ手法を踏襲していて，ある程度比較できるようにするというのが前提です。

　もちろん，それだけでは十分ではないわけで，さまざまなインタビュー調査等が既に行われていますし，これからも行われるということです。そういうこと全体を含めて，最終的な報告になるのだと，私は理解しています。それに対して学校図書館は，司書教諭の配置がごく最近に制度化されたばかりという状況ですから，学校図書館の人材といいますか，人に対する正確な理解といいますか，どういう像が求められているかということそのものが非常にあいまいな状況です。ここで調査しても，いい結果はなかなか出ないのではないかということがあり，まずモデルを明確にした上でそれに合わせた調査をするということになっています。

　最終的には，三つの館種の現場からの報告と，図書館情報学教育はまた別になりますが，そこから上がってきたものを合わせて全体を総合した上で，何らかの提言的なものがまとめられるのではないかと，私は考えています。全体として，そのようにご理解いただければと思います。それで先ほどのご質問はよろしいでしょうか。

質問者Ａ氏

　提言策定を目指しているということなので，未来のことを考えていたのですが，1989年のもとの調査との比較ということも重要な位置を占めているということですね。

根本

　公共と大学については，それが可能であるということです。

横山

　そういう考え方をしていらっしゃるということですね。

根本

　ナレッジベースの部分については，そういう調査方法をとったということです。

質問者Ｂ氏

　県立図書館につとめています。学校図書館の堀川先生にお伺いしたいと思います。1点目の質問です。11ページに1年目の調査概要として，厚木の小学校と中原の中学校に調査に行かれたということが書いてあるのですが，神奈川県の場合，県立高校がありまして，県立高校では学校司書が全校配置になっています。司書も，昭和40年代の半ばから有資格者採用をやっていまして，ほとんど専任司書教員に近いような形で仕事を進めているという実態があります。それは神奈川だけではなく，埼玉等も同様です。

　研究調査をするとき，小中の司書教諭だけではなく，既に設置率が86％以上になっている高等学校の学校司書についても当然，面談調査をすべきではないかということが一つの質問です。なさらなかった特別な理由があれば，逆に伺いたいと思います。

　2点目は，新しい情報メディア専門家という職を考えていくということなのですが，これが学校という現場の中でどう位置づいていくのか。モデルとしてどう考えるかということなのですが，半分は図書館員であると同時に，学校の中で子供と接するという部分が非常に強いと思います。学校図書館職員の場合，そういう部分を加味した専門性というものも考える必要があるのではないかと思います。

　ここから先は意見になりますが，普通の公共図書館の司書と学校図書館の専門職員とは，やはり資格要件を変えていくべきではないかというのが個人的な意見です。今後，研究調査でモデルをつくっていかれるのであれば，そのあたりのことも考えに加えていただけるとありがたいと思いました。根本　では，堀川さんのほうからお願いします。

堀川

　一つ目の厚木市の小中学校ということでしたが，高校をわざと外したわけではありません。たまたま行きやすいということがありまして，学校図書館班のなかの都合です。グループの中でも，高校の方もいらっしゃいますし，大学の方もいらっしゃいますし，経験の差がありましたので，とにかく現場を見に行って，共通の理解をしましょうということです。ですから，高校を意図的に外したわけではありません。高校については，これからフォーカスグループインタビューを行いますので，そのときには（入っていただけると思います）。実際に私たちも，レベルの高い，実力のある高校の司書さんを大勢存じ上げています。また，調査の中から抽出した，優れたところの司書さんに入っていただき，いろいろお伺いしたいと思っています。別に故意に外したわけではありません。

　それから，二つ目のことはおっしゃるとおりだと思います。子供に接するということでの専門性も考えていきたいと思います。学校図書館は，学校の中といいますか教育の枠の中に入っている図書館ということで，公共図書館とは違った専門性ということも明らかにしていきたいと思っています。

質問者Ｃ氏

　私立大学図書館の図書館員です。残念ながら，大学図書館のアンケート調査は私のところに回ってこなかったので，この場で少しだけコメントしたいと思います。実務教育か学術専門教育かという問題ですが，当たり前のことですけれど，両方が重要だと思っています。私はアメリカと日本の両方で修士課程を終えましたが，両方のいい面をもらってきたと思います。一つは当たり前なのですが，研究に対する理解がなければ，研究者へのサービスはできません。

　特に医学図書館では，米国では医学情報サービスが非常に発達していまして，医学研究の研究デザインによってエビデンスの高さを図り，臨床情報サービスをするというサービスをしています。これは研究をやった人でなければ，なかなか理解できないものだと思っています。あと実務教育面で今，特に足りないと思っているのはマネジメントの部分だと思います。現場からいいますと，残念ながら私立大学の図書館では今，専門員制度というものがほとんどありませんので，マネジメントでしか評価されないという面があるのですが，マネジメントをやりたくない方もマネージャーになってしまうという現状があります。そのとき，マネジメントの教育というものを，図書館情報学教育，学部教育の時点では難しいと思いますので，継続教育の部分でフォローできるところがあれば，非常にいいのではないかと思っています。

　関連して，あともう一つだけ申し上げたいのですが，教員の評価というところで，今，研究業績でしか評価されないという面があります。教育の面で功績を評価するという制度がぜひ必要ではないかと思っています。

質問者Ｄ氏

　三輪先生にお伺いしたいと思います。3ページの「調査結果に基づく仮説」の中で，司書課程履修学生，大学，司書課程，図書館情報学専門課程に関しての仮説があるのですが，卒業生に対する調査がぜひとも必要ではないかと思います。こういう調査を大学にしても，役職を持つ人が統計を書いてそれで終わってしまって，部下である私たちには答えることもできませんし，供覧をして終わりだと思います。先生たちは多くの学生を卒業させて，現場に送り出したり，そこまで至らない人たちも多いと思いますので，できれば，自分たちのネットワークを使った卒業生に対する調査ということもぜひともしてもらいたいと思います。

　同志社大学の渡辺先生のチラシの中に「50周年のお知らせ」というものが入っていたのですが，卒業してしまうと，自分の母校に対する帰属意識というのはなかなか難しいと思います。こういう細かい調査などをするときに，「どう？」という感じで細かいことを聞いてみると，自分たちの教育したことに対していろいろなことがわかってくるのではないかと思います。ぜひともお願いしたいと思います。

三輪

　司書職の出口調査は，教育の班の中で最初からぜひやるべきだということで議論をした重要な調査です。入口調査をするのだから，出口調査もするべきだということもありましたし，就職後の追跡調査という意味でもやりたかったのですが，メソトロジーについて議論をしていく中で，プライバシーの問題がどうしても出てきてしまうのです。例えば卒業した後の住所をどうやって調べるか。同窓会の名簿などを使わなければならないわけです。そうすると必ずプライバシーの問題が出てきて研究者の倫理ということに触れてしまい，なかなか難しいということで，今は見合わせています。

　ただ，もし倫理に触れない形でやれる方法をご提案いただけるのならば，今からでもぜひやりたいと思いますので，ご質問いただいた方だけではなく，この会場にいらっしゃる方で，こういうやり方をすれば大丈夫ということがあれば，ぜひ教えていただきたいと思います。

質問者Ｅ氏

　公共図書館班のコメンテーターの西野さんに1点，お伺いしたいと思います。

　専門職員の認定制度を検討中であるというお話と，その前に，国家試験の実施が本来は望ましいというお話をされたのですが，この二つの制度については，どのような関係で考えていらっしゃるのか。本来であれば国家試験が望ましいけれど，現実的にまず認定制度をというお話なのか，それとも並立するような形で考えていらっしゃるのか，お考えがあれば聞かせていただきたいと思います。

西野

　専門職認定制度というのは，日本図書館協会のレベルで研究してやっていることで国とは関係ありません。私的レベルのものです。これが将来，国の認定につながるかどうかは全く未知数ですから，自助努力の中で自分たちが保証するということです。いわば日本図書館協会認定司書という制度をつくろうと。そして，社会的認知をかち取るような方向に持っていこうということが一つです。

　私のもう一つの提案の国家試験というのは，入り口のところで卒業した方が，例えばドライバーのペーパーテストは，きちんと安全に運転できるかどうか，人を殺さないようにできるかどうかを保証する制度ですから，基本的な図書館の司書としての力が最低限あるという保証を国家でするということなので，全く違うものです。

根本

　コメンテーターの大埜さんのほうから，一言あるそうです。

大埜

　先ほど言い忘れたことと永田先生がおっしゃったことについて，少しだけ申し上げたいと思います。一つは，永田先生が言われた図書館員が図書館長になるべきではないかという件ですが，ぜひ館長を目指して欲しいと思っています。ただ，今の国立大学の学内事情では，つまり教員が学部や図書館の長でなければならないという認識が一般的であること，学内での委員会等での交渉毎は教員だけで実施しているために立ち入れないということから，とても難しいのではないかということを言いたかったのです。ＩＣＵに例がありますから担当できる人は存在すると思います。いずれにしても実績を上げなければ難しいのですが，館長を目指してほしいと，思っています。国立大学特有の環境の中で，今後どうやって実現していくか，大学院レベルでの養成コース（専門職大学院？）も必要ではないかと思います。学歴を求めるわけではないのですが。

　それから，大学図書館員の資質といいますか，どういう人間を求めたいかという件ですが，先ほどから出ているように，サブジェクトと図書館技術といいますか，図書館についてのノウハウがいろいろ必要であることは疑いがありません。その組み合わせに加えて，大学図書館の場合には語学力だと思っています。普通は英語だと思いますが，いろいろな語学力を持っている人がたくさんいれば，それにこしたことはないわけです。大学によって何語がいいかということはあると思いますし，分野についても当然そういうことだろうと思います。

　それから，採用時点で司書の資格が必要かどうかという件ですが，国立大学法人の今年度の採用試験の受験に当たっては，司書の資格は不要ということになっています。しかし，実際の専門試験（二次試験）の内容を見ますと，今までの公務員試験の過去の問題をごらんになっていると思いますが，少なくとも司書の勉強をしなければ回答が難しいでしょう。来年以降，試験問題がどのように変わっていくかはわかりませんが，今年，16年度の採用については，そのような試験をやっています。他方で，司書資格を取得する過程で，どれだけ大学図書館の事情に対応したプログラムが展開されているか疑問があります。公共図書館向けに偏っていないでしょうか。また，国立大学では今まで図書館員は図書館員として採用，異動，処遇は別扱いでしたが，法人化後は，採用も図書館員として採用しないとか，人事異動も他大学とは行わないで自大学の一般職との間で行うという方針を決めた大学が出てきています。多様化が始まったと受け止めています。

　ただし，これはあくまで国立大学だけですので，公私立大学が司書の資格をどう考えているかということはわかりません。関西で聞くところでは，司書の資格どころか，図書館員として採用しない大学が目立つようになってきたそうです。たまたま図書館に配属しても，何年かすると，また図書館から出ていってしまうという問題が各大学で起こっていると聞いています。他方で，アウトソーシングが進んでいる関係で，専門的な職員，専任の職員については，図書館運営上のマネジャーとしての知識と能力がますます必要になっているということが指摘されているようです。大学を出たばかりの職員には向かない仕事ですから，どうリフレッシュするかです。

　それからもう1件だけ。司書の資格という意味で教育課程が関係あるのですが，リカレント教育という意味では，今後，教育課程がどのようにかかわっていくのかということです。特に大学院だと思います。その際，地理的に不便なところにある大学の職員に対して教育機会をどのように提供するか。今はｅ－ラーニングがあるのでしょうが，それもぜひお考えいただければありがたいと思います。

根本

　最後にまとめに代えて，私のほうからお知らせを兼ねて申し上げたいことが2点ございます。

　先ほど西野さんのほうから，国家試験としての司書の認定というお話がありましたが，実態として今，逆の方向に向かっているということを踏まえておっしゃっているのだと思います。これは「図書館雑誌」（2004年9月号）等でも報道されていますが，司書講習を民営化するということが政府の委員会（規制改革・民間開放推進会議）で議論されていて，日本図書館協会や文部科学省はそれに反対する意見を出しているというお話です。

　そもそも司書の養成というのは，戦後の教育改革の中で，大学が責任を持って行うということで始まったものだと思います。司書講習ということになりますと，大学がやるわけですが，大学の正規の授業の一環ではないわけです。例えば今，大学の司書課程で行っている20単位の授業というものも，実際には省令で定められている司書講習の単位数に基づいており，図書館法上は，大学において図書館学を開講して司書を出すというかたちになっていないのです。大学が教育機関として責任を持って司書の養成を行うという体制が，制度の上では非常にあいまいな形で戦後50年以上が過ぎてきているという問題が一つあって，今の民営化という話になっているのではないかと思います。

　これはすぐには解決できるような問題ではないのですが，チャンスはあります。私は最近，図書館に対する関心が非常に高まっているように思います。公立図書館のベストセラー提供に対する作家の批判なども一つのきっかけになっていると思うのですが，あれ自体，図書館そのものの価値をある程度認めた上で議論されていると思います。そういう動きを無視しないで，図書館員の専門性の議論にうまくのせていきたいと思っています。

　そういうことで，私も若干かかわったものですが，日本経済調査協議会というシンクタンクがありまして，そこが7月に「問われる日本の"図書館力"」という報告書を出しています。日本経済調査協議会のホームページをごらんいただきますと，この報告書のPDFファイルを見ることができるようになっていますので，ぜひ一度ごらんいただければと思います。（http://www.nikkeicho.or.jp/top/report.htm）　中身そのものについては，いろいろ議論があるだろうと思います。特に提言は非常にインパクトのある言い方をしています。一つは，図書館長を政治任命とせよということです。つまり，図書館長は非常に重要であるから，首長や学長などが任命する形にしろということです。二つ目は，司書制度を2年以内に再確立せよということがあります。ここで言う司書制度とは，先ほど国家試験とおっしゃいましたが，試験制度等できちんと力を認めるかたちの制度をつくれということです。そういうことが書かれていますので，ぜひ一度，ごらんいただければと思います。

　私も，これを全部うのみにするわけではありませんが，外部から図書館に対して関心を持っていただけるというのは非常にありがたいことです。こういうものをバックにして，LIPERとしての議論を積み重ねて，政府なり何なりにきちんとした意見を持っていくという形にしたいと考えています。
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